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賃金決定理論と明治 ・大正期の労働ｒ市場」

小　野　　　進

　すべての要因の報酬が貨幣額においてある程度非伸縮的であるということは，社会的正義と

社会的便宜とに最もよく適合することになる……

　伸縮的賃金政策がだいたいにおいて自由放任の体系に附随すべき正しくかつ適当な政策であ

ると言えることは真理に反する。伸縮的賃金政策が成功をもっ て機能しうるのは急激な，大幅

な， 全般的な変更を命令することのできる高度に官憲王義的な杜会（ｈ１ｇｈ１ｙ　ａｕｔｈｏｒ１ｔａｒ１ａｎ

ＳｏＣｉｅｔｙ）においてのみである。人はイタリアとかドイッとかロシアにおいてその実行を想像

することができるけれど，フランスとか合衆国とかイギリスとかにおいてはそれを想像するこ

とはできない 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｊ．Ｍ．ケインズ『一般理論』（１９３６年）

　「ワン ・プライス」システムと呼ばれているものに注意してみよう 。この制度は価格を直接

取引によってきめることをやめさせようとするもので，買い手は一定の価格を与えられた上で ，

買うか買わないか，またどれだけ買うかをきめるのである。もちろんわれわれの社会でもこの

制度が普遍的にみられるとはいえず，各種の割引もしばしばおこなわれている。それでも他の

社会にくらべれば，これはアメリカとそれからヨーロッパの北西部でめだっている制度だとい

える。ワン ・プライス ・システムは「消費者主権」という考え方と高度に結びついている。す

なわち，特定の小売販路をひいきにして「忠誠」をつくす義務はさして必要ない，というので

ある……

　フランスでは，このような販路をひいきにするということが非常に重視されている 。

　　　　　　　　　　　　　Ｔ．パーソンズ，Ｎ．Ｊ．スメルサ ー『経済と社会Ｉ』（１９５６年）

序　自由市場（ｆｒｅｅ　ｍａｒｋｅｔ）と準市場（ｑｕａｓ１ｍａｒｋｅｔ）
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　１－２新古典派モデル

　１－３新古典派の賃金格差論

　１－４　アダム ・スミスの賃金格差論

第２章　明治 ・大正期の重工業と軽工業の発展の基軸

第３章　明治 ・大正期の賃金体系と労働移動

　３－１明治期の賃金体系の特色

　３－２大正期の賃金体系の特色

　３－３　明治 ・大正期の国際競争力が必要とした労働の質
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４１２）
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序　自由市場（ｆｒｅｅ　ｍａｒｋｅｔ）と準市場（ｑｕａｓ１ｍａｒｋｅｔ）

　東洋では市場は社会に接近しているが，西洋では市場は社会から離れている 。

　自由な市場（ｆ。。。ｍ。。ｋ．ｔ）とは何かということを定義しようとすると ，伝統的な経済学ではそ

の普遍的基準はあいまいなようにみえる。にもかかわらず，新古典派経済学を始め伝統的な経済

学の市場メカニズムの議論を論理的に詰めれば，自由な市場メカニズムの本質あるいは必要条件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１ｊは， 端的にいえば，消費者主権（・・ｎ・ｕｍ・…Ｖ…ｉｇｎｔｙ）である 。

　経済の本質は交換であると規定すると ，生産も一種の交換になる。何故なら，生産財を投入し

て生産物を産出する行為も生産財と生産物の交換であるからである。Ｘ生産物をもっ ている人

がＸ生産物を犠牲にしてＡ生産物を生産しようとするのは，幾種類もの生産物の生産の機会を

喪失してＡ生産物の生産を選択したということを意味する。交換は生産物所有者の相互の取引

主体を予想し，二主体問の意志の結合による生産物の授受である。交換行為では主体は如何なる

方法で生産物を獲得したかを問題にしない 。

　しかし，生産とは，Ａ生産物を犠牲にしてＢ生産物を獲得することであるけれど，Ａ生産物

を受取りＢ生産物を引渡す主体は存在しない。ただ自然に向ってＡ生産物が授けられ，自然よ

りＢ生産物が与えられる。取引相手が自然である。かくして，交換をもっ て経済の本質とみる

立場からは，厳密に理解する限り ，生産は経済行為の外に締めだされてしまう 。それ故，経済活

動の中心は消費となる。経済の本質を交換であるとすることと選択であるとすることとは同義で

ある。この立場からすれば，経済の究極の目標は消費者主権＝消費者選択ということは当然の論

理的帰結である 。

　高田保馬［１９２９１によれば，経済の本質規定は、帰納や演緯により得られるものでなく ，構想

の間より又は個々の事実観察の間より本質観照される以外に把握の方法はない。構想こそ本質科

学の生命要素である 。なお，高田はマルクスと違った意味で，経済の本質は生産であるとした 。

　経済の究極の目的は消費者の効用（欲望）を充足させることであるといわれてきた。Ａ 　Ｓｍ１ｔｈ

は『諸国民の富』の第４篇　第８章重商主義体系の結論　のところで，重商主義体系がいういっ

さいの工業と商業の究極の目標は，消費でなく生産である，という命題を批判する中で，「消費

は， いっさいの生産の唯一の目標であり ，目的なのであ って，生産者の利益は，それが消費者の

利益を促進するのに必要なかぎりにおいてのみ顧慮されるべきものである。この命題は完全に自

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２〕
明であ って，わざわざ証明しようとするのもおかしいくらいである」と述べている 。アダム ・ス

ミスにあ っては，生産の目的に消費であることは証明することの必要のないユークリッ ド幾何学

の平行線の公理のようなものである。この公理がアングロ ・サクソン文化の文脈の中でアダム ・

スミス以来現代の経済学に到るまでｆ云統的に受け継がれてきた考え方である。経済の目的は，消

費であると同時に生産であるという別の公理を立てれば廣行の経済学にどのような変更をもたら

すのであろうか 。

　アンクロ ・アメリカンの経済システムでは，生産より消費に，生産者より消費者に対して大き

な位置と考察が与えられている。逆に，日本の経済システムでは，消費者に対して適切な考慮が

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４１３）
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なされていると同時に労働者や経営者に対しても特別な取扱が留保されている。日本の経済シス

テムでも ，激烈な競争があり ，競争と消費者需要が重要な役割を果たしている。そのかぎり自由

な市場メカニスムの必要条件は，アンクロ ・アメリカンの経済システムに準ずるほどに満たされ

ている。この基準でいえは，日本のシステムは，準市場（ｑｕａ．１ｍａ．ｋｅｔ）である。しかしながら ，

このことは，自由な市場（ｆ…ｍ・・ｋ・ｔ）が準市場（ｑｕ・・１ｍ・・ｋ・ｔ）より一段すすんだシステムであ

ることを意味しない。ある意味で，誤解を恐れずいえは ，準市場（ｑｕ。。１ｍ。。ｋｅｔ）の方が経済シス

テムとして，自由市場（ｆ．ｅｅ　ｍａ．ｋｅｔ）より不確実性の世界に対処するのにすくれているかもしれ

ない。日本のシステムは，競争と消費者主権の短所を除去している。何故なら，消費者主権は ，

消費者の即時的な欲望実現の側面を持っているからである。消費者王権の思想の定着は，生産者

から健全な資本主義経済の土台であるすくれた物づくりに必要な長期の努力，修養，鍛練，禁欲

などのｓｐｒ１ｔを奪 っていく 。

　市場とは，端的にいえは，経済的交換である。市場が成止するためには，次のような条件がみ

たされなければならない 。

　（１）経済的打算にもとづいて売り手と買い手が理性的（計算づくめの）な相互取引行為をおこ

なうこと 。

　（２）売り手と買い手の相互行為は一回限りで一時的であること 。

　（３）個々の売り手と買い手は，上位者と下位者の役割分担が確定している企業 ・官庁　軍隊の

ように組織化されていないこと 。

　（４）売り手と買い手の問で自由な売買行為がおこなわれ，組織の成員と非成員のあいだに区別

があるような閉鎖性がないこと 。

　以上の４つの条件の全部または一部が欠落していれば，それは，「準市場」（ｑｕ。。ｉｍ。。ｋ．ｔ）であ

る。 準市場には，長期継続雇用（終身雇用），年功序列賃金，親会社　子会社の系列，相対取引型

間接金融などである。（２）の条件が欠如しているのは，経済的交換には，その背後に人と人との社

会的関係があり ，経済的打算主義の排除と売り手と買い手の問の信頼関係を維持する必要がある

からである。市場は社会学の用語を使用すれば，いわば，「分離」の法則が作動し杜会を解体す

る方向に向わせるのに対して，杜会には，「結合」の法則が作用し，人々を相互に接近させよう

とする社会関係存続維持のベクトルが作動する。「分離」のベクトルが「結合」のそれより強力

になり ，市場が社会の隅々まで普及定着すれは杜会は毎秩序 ・毎定型になっ てしまうであろう 。

その兆侯はすでに欧米の先進国の一部でみられるのではないか。準市場形成の必然性は，このよ

うな市場の無制限な社会解体作用を抑止することを根拠にしている。また，逆に「結合」の法則

が「分離」の法則より強力に作用すれは経済は発展しないであろう 。

　小野進［１９９５１の３－２－１市場は「準社会」である　でみるように富永健一［１９９５１は，市場
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
は社会関係の要素が欠如しているから準社会であると規定しているけれど，私見では，社会関係

の要素が内蔵されている市場のことを準市場（ｑｕ。。、ｍ。。ｋｅｔ）と規定したい 。

　市場経済の理論には，中央集権的形式論的機械論的な新古典派経済学のそれと ，経験主義的関

係論的な『経済史の理論』のＨ１ｃｋｓ やＡ１ｆｒｅｄ　Ｍａｒｓｈａｌ１の『経済学原理』（１８９０年），『産業と貿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
易』（１９１９年）の非ないし反新古典派市場経済理論の２種類があるという原洋之介［１９９５１の興味

深い指摘がある 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４１４）
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　しかし，何故新古典派のこのような市場経済理論にほとんど異議がさしはさまれないのであろ

うか。新古典派の形式的な市場経済の定義では，日本の産業化や経済発展の説明が困難である 。

新古典派の市場経済理論はどのような特徴を持っているのかを一瞥しておこう 。

　小野進［１９９２１は，新古典派経済学の公理的演緯的方法の偏向と現実経済への適応の不毛性を

意図して，経済理論には，イギリスの経験論に立脚する経済理論と先験論の経済理論があること
　　　　　５）
を説明した。Ｌａ１［１９９４１は，市場経済理論には，経済学の誕生以来，イギリスの古典派経済学

の経験王義（・ｍｐ１…１・ｍ）　　 ｓｙｎｔｈｅｔ１ｃ（ｆ・・ｔｕ・１，ｍｄｕ・ｔ１ｖ・）ｓｔａｔｅｍｅｎｔｓ とオーストリア学派の先験

王義（・ｐ・・・…ｍ）　　 ａｎａｌｙｔ１ｃ（・ｐ・・ｏ・・，ｄ・ｄｕ・ｔ・ｖ・）ｓｔａｔｅｍｅｎｔｓ の二つの流れがあ ったことを指摘し
　　　６）

ている。そして，帰納法には ，ｑｕａｎｔ１ｔａｔ１ｖｅ　ｍｄｕｃｔ１ｏｎとｑｕａ１１ｔａｔ１ｖｅ　ｍｄｕｃｔ１ｏｎ があり ，ｑｕａｎｔ１ｔａ －

ｔ１ｖｅｍｄｕｃｔ１ｏｎ は純粋に統計的分析（・ｔ・ｔ１・ｔ１・・１・ｎ・１ｙ・１・）に ，ｑｕａ１１ｔａｔ１ｖｅｍｄｕｃｔ１ｏｎ はｈｌｓｔｏｒ１ｃａ１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）ｍｅｔｈｏｄに依拠しているとし，彼の関 ・Ｌ・は後者である。経済学においてはｈ１ｓｔｏｒ１ｃａｌ　ｍｅｔｈｏｄは ，

理論装置の適用が含まなければならないから ，ｈｉｓｔｏｒｉｃａ１ｍｅｔｈｏｄは歴史家が通常用いる方法と
　　　　８）
は異なる 。

　新古典派の市場経済論は，ローザン学派の創設者であるレオン ・ワルラスがその晴矢であり ，

その後『価値と資本』のＨｉｃｋｓ を経由して，アメリカに移植され，数理経済学派により精綴化

されそして洗練されて，今日の形式論的機械論的な市場経済の理論となるにいた った 。

　新古典派理論が中央集権的であるといわれる所以は ，ａｕＣｔｉＯｎｅｅｒ が情報 ・取引センターとして

無数の経済主体の経済取引をとりしきっ て監督しているからである。このようにしてきまっ た商

品の市場価格は，個々の経済主体にとっ て所与であるから，各経済主体は受動的に効用と利潤極

大化の行動をとるのみで，市場価格を動かして相互に競争することはできない。それ故新古典派
　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
企業理論には価格競争が欠落している 。

　新古典派は，社会の角々に潜在的に市場が存在しており ，市場システムは資源配分機構として

最も効率的であるから，そのシステム全体を疑う余地のない存在と想定している。しかしながら ，

資源配分メカニズムとしての計画経済システムの失敗は明白としても ，市場システムを疑う余地

のない全体システムと考えてよいかとうか。たとえは，日本の経済システムの経験を抽象化し一

つの理想型化したものとして準市場経済（ｑｕ。。１ｍ。。ｋ．ｔ。。。ｎ．ｍｙ）という効率のいいシステムも代

替的資源調整機構として考えられうる 。

　マーシャルや『経済史の理論』のヒッ クスの経験主義的市場経済理論に，以上の新古典派のそ

れとは異なっ て， 経験論に立脚したイギリス経済学の主流的な見解であ った 。

　後期ヒッ クスの市場経済理論には ａｕｃｔｉｏｎｅｅｒ は出現せず，代りに１９世紀の市場経済では，商

人が王役として登場し，需給調整をおこなう 。２０世紀に入り産業構造が変化し，商人にかわ って

生産者が主役になりメーカー王導のフルコスト原則による製品の価格形成がおこなわれるように

なっ た。 ａｕＣｔｉｏｎｅｅｒ がいなければ，各経済主体は，能動的に相互に多様な経済的ネ ットワークを

形成していかざるを得ない。商人は経済取引を専門的に仲介の機能を果たすにすぎない。したが

って，経験主義的市場経済論は，ネ ットワーク的市場経済論になる 。

　マーシャルの時代の市場は，ワルラスのように組織化された市場でなく ，組織化されない市場

が普通であ った。ところが，ケインスの時代には，古いタイプの組織化されない伸縮的価格市場

に姿を消しつつあり ，固定価格市場と呼ぶべきものに大部分が置きかえられた。ヒッ クスの『経

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４１５）
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済史の理論』は，価格が商人的仲介者によっ てつけられる組織化されない市場が歴史的にはおお
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
よそ支配的な市場であ ったという仮説の検証を徹底的に試みたものである 。

　Ｈｉｃｋｓ がいうように，労働 ・土地といっ た原本生産財の取引は，工業製品や農産物とちがって ，

「市場にはいささか手に負えない領域（。・１・ｔ１ｖ．ｌｙ・ｅｆ。。・ｔ・Ｗ　ｔｅｍｔ・・ｙ）」なのである
。

　何故なら，労働に関していえは，Ｏ普通の商品や信用と異なっ て， その時の能力よりは潜在的

能力という客観化しにくい特性を持っている，　貯蔵がきかないことである。安い時に買 って高

くなっ て売るということは容易でない，からである 。

　魂なき物としての労働を売買するといっ ても ，その労働は労働者の人格と切り離して考えるこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
とはできない。それでは，労働という経済財はどのような特殊性を持っているのであろうか 。

　¢　労働者は男女の生殖行為から生まれ，男女の愛情によっ てはぐくまれる。労働者たるべき

人問を生み育てることは，他の商品の生産とはまっ たく異なる事柄である。労働者は労働のため

のみ生きているのではない 。

　　　労働者は一定の住居に住まさなければならない。住み馴れた土地への愛着のため住居を変

えることは容易でなく ，そのため労働移動も簡単にできない。このことから，同質労働の地域問

格差が生じる 。

　　　労働者に供給する労働は，その能力，質が異なっ ており規格品ではない。年齢を重ね経験

を積み訓練を受けるにしたがって，労働の質は時問とともに変化する。「われわれは厳密にはす
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
べての個々の労働者の仕事を別個の生産要素として扱うべきである」，とＨ１ｃｋｓ はいう 。

　＠　労働者の提供する労働の質は，労働者の受取る賃金の高さ自身によっ て変化する 。

　　　賃金は労働者の生活水準を決定するので，労働者は労働の販売に関して真剣にならざるを

得ない。また，労働の特質として労働は貯蓄がきかず，「最も腐敗しやすい商品（ｔｈ．ｍｏ．ｔｐｅ．１．ｈ

ａｂ１ｅｇｏｏｄ）」である
。

　＠　賃金は，全体杜会あるいは部分社会における労働者の地位の象徴あるいは待遇という意味

を帯びる 。

　¢　労働は労働者の人格から切り離すことができないから，労働者が労働を提供するというこ

とは，労働者自身が拘束され，労働の供給は閑暇の喪失を意味する 。

　ゆ　労働者は絶えず雇用と接触を続けなければならないから，たんなる労働という経済財の売

買関係以上の社会関係が雇用主との間で発生する 。

　勿論，あまり技能 ・熟練を必要とせずすぐにとりかえられる標準化されやすい単純労働力の場

合， 市場取引になじむかもしれない 。

　土地に関しても ，土地 ・土地用役のもつ属性を客観的指標で標準化することは困難であるから ，

市場取引になじまず，相対取引にならさるを得ない。Ｈ１ｃｋｓ［１９６９１は，土地取引の市場原理の

浸透は市場が無理にその利用形態を「植民地化 ｃｏ１ｏｎｉｚｅ」しているとしている（ｐ
．１５３）。

　新古典派とマルクス派（講座派，労農派，宇野派など）は，土地 ・労働市場での価格変化による

需給の自己調整機能が完備しているとする同質 ・同型の経済理論を共有している 。

　不完全情報の理論からみれば，土地 ・労働市場の現実分析では，ワルラス＝マルクス理論は決

定的に不十分である。ある社会における慣行や慣習の存在は，土地 ・労働のみならず信用の取引
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
において却って市場経済の機能を効率化させ安定させたりする 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４１６）



　　　　　　　　　　　　　賃金決定理論と明治 ・大正期の労働「市場」（小野）　　　　　　　　　　　 １６３

　日本の労働市場は，日本の経済発展に対す杜会関係（社会構造）の反応の一つの形態として位

置づけられる。また，日本の労働市場は，日本の社会関係に対する日本の経済発展の反応の一つ

の形態として位置づけられる。本論文の目的は，以上の視点から，賃金決定理論と明治 ・大正期

の労働移動について分析するものである 。

　　 ！）消費者王権については猪木武徳［１９８７１Ｐ１３２とＲｏｔｈ・ｎｂ・・ｇ［１９６８１を見よ
。

　　 ２）Ｓｍ１ｔｈ［１７７６１ｐ１７９邦訳［１９８６１ｐｐ４５５～４５６

　　３）富永健一［１９９５１ｐ．３５，ｐｐ．１２０～１２５

　　４）原洋之助［１９９５１

　　 ５）小野進［１９９２１ｐｐ．２２～２７。日本の経済発展，そして経済システムの経験を理論化しようとする角

　　　度からは，新古典派経済学の公理的演緯的方法はほとんど役立たない 。

　　６）　Ｌａ１［１９９４１ｐ ．４０

　　７）　Ｌａ１［１９９４］ｐ ．３８

　　８）　Ｈｉｃｋｓ［１９７９１ｐ．ＩＸ

　　９）森嶋通夫［１９８４１を見よ 。

　　１０）Ｈｉｃｋｓ［１９７７１邦訳［１９８５１ｐｐ ．ｘトｘｉｉ

　　１１）　内海洋一［１９９４１ｐ．１７１～１７４に負 っている 。

　１２）Ｈｉｃｋｓ［１９６３１邦訳［１９７０１ｐ．２５

　１３）原洋之介［１９９４１ｐｐ．１２１～１２２．製造工業製品は固定価格市場，金融及び農林水産物と鉱山物は伸縮

　　　価格市場で取引され，労働と土地は本来市場になじまないが，市場が無理矢理に土地を市場の植民地

　　　化してしまっ た， とヒッ クスはいう 。

　　　　また，ポラニー［１９５７１は，次のように議論している 。

　　　　市場概念は，人間の貨幣利得の最大化を達成しようとして行動する期待から導出された 。

　　　　市場経済とは，市場にのみによっ て統制され，規制され，方向づけられた経済システムであり ，財

　　　の生産と分配の秩序は，この自己調整的なメカニズムにゆだねられる 。

　　　　自己調整とは，すべての生産は市場での販売のためにおこなわれ，すべての所得はそのような販売

　　　から生れることを意味する 。つまり ，財 ・サービスだけでなく ，労働 ・土地 ・貨幣についても市場が

　　　存在する 。

　　　　労働，土地，貨幣は，本源的生産要素であり ，本来商晶のように市場での販売のために生産される

　　　ものではない。何故なら，労働は人問活動の別名であり ，販売されるために生産されるものでなく
，

　　　別の理由から生産されるものであり ，土地は自然の別名であり ，人間はそれを生産することはできな

　　　い。貨幣は購売力の象徴にほかならず，それは決して一般に生産されるものでなく ，金融または政府

　　　財政のメカニズムを通して出てくるものである（ポラニー［ユ９５７１邦訳６　自己調整的市場と擬制

　　　商品一労働，土地，貨幣　を見よ）。

　　　　 ヒッ クスは，貨幣は本来的に市場になじむものとするが，ポラニーは本来市場で取引されるべきも

　　　のでないとしている。両者の見解の相違は，国内及び国際金融に対するアングロサクソンと非アング

　　　 ロサクソンの経験が異なるからだと思われるが，どちらが正しいのか課題として残しておきたい 。

　　　　日本では，市場取引型の長期金融市場より銀行の相対取引型の貸出市場が発達し経済発展に重要な

　　　役割を果たしたことは歴史的制度的事実である（小野進［１９９４１を見よ）。

第１章　賃金決定理論

所謂純粋経済学の理論的装置を以て一種の観念形態と云はるる勢力説を確実に，従って学問

（４１７）



１６４　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４４巻 ・第３号）

　　的に樹立するといふことが２０年に亘る私の経済学的努力である。而して私の此経済理論に直に

　　私の社会学的階級理論に運なっ ている。後者にまた私の全社会学的組織と表裏する。か ・る全

　　幅に亘って十分の理解をもつ読者を幾人か見出し得べきや。考ふればまことに寂蓼の感なきを

　　得ない。けれども古来真に道を究むるものは必ず孤独であり ，且つ孤独ならざるを得ぬ。低調

　　なる世評の如き ，今後と雄も意に介せざるところである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高田保馬『新利子論』（昭和２２年）

　筆者（ヒッ クス： 引用者）は，自己批判から始めざるをえない。ノー ベル賞が（１９７２年に）

筆者のｒ一般均衡と厚生経済学」に関する仕事に与えられた。これらは疑いもなく『価値と資

本』（１９３９年）と ，その直後から執筆した消費者余剰に対する論文を指している。これらは ，

最近になっ て論争の的となっ た「新古典派経済学」に関する標準的な文献の一部となっ た仕事

である。しかし，これはずっと以前の仕事であり ，筆者自身としてはそこからすでに抜け出し

てきた仕事に対して栄誉を与えられたことについては複雑な心境にある。ここでどのように抜

け出したかを説明しておきたい……

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｊ．Ｒヒッ クス『経済学の思考法』（１９８５年）

　１－１最近の賃金硬直性理論の要点

　ケインズは，貨幣賃金の粘着性あるいは硬直性（。ｔ１．ｋｎ。。。ｏ。。１９１ｄ１ｔｙ　ｏｆｍ．ｎ．ｙ　ｗ．ｇ。。）を用いて

所得と雇用の不安定性の論証を試みた。その貨幣賃金の硬直性というケインズの命題に関連して ，

（１）貨幣賃金率の硬直性に対応して，他の生産要素と生産物の価格も ｒ１ｇ１ｄになる傾向があるとす

る見解（Ｒ　Ｃ１ｏｗｅ。，Ａ　Ｌｅ１ｊｏｎｈｕｆｖｕｄなと），（２）粘着性の仮定は，労働供給には適用されるが，他の

生産要素に当てはまらないとする見方（Ｊ．Ｔｏｂｉｎ），（３）（２）のｃｏｒｏ１１ａｒｙとしてケインズは貨幣賃金

率以外の諸価格は伸縮的であるとみなしたとする説（宇沢弘文なと）そして（４）はケインズ理論は

労働市場と財市場は固定価格，貸付資金市場は伸縮価格の市場が成立するとするＨｉｃ
ｋｓ の解釈

　　　　　　　１）
が現在みられる 。

　この４つの見解には，固定価格が存在するという事実に対する共通した認識が存在する 。ヒッ

クスは，「現代の市場の大部分，固定価格型の市場であることは，ほとんど証明する必要はない 。

まっ たくいつでもみられる観察によっ て例証される」といっ ているけれど，何故，諸価格は固定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
化するのかという理論的な説明はまだ十分なされていない 。

　ケインズ自身も貨幣賃金が何故硬直的になるのか，何故労働市場にある種の硬直的な要素が入
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
っているのかということに関して明示的には説明していない 。

　ケインズの労働供給関数の硬直性について社会的要因を導入して明確に説明したのは小野進
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
［１９９５１で言及するように高田保馬の勢力説のみである 。

　それはさておき ，賃金の硬直性を説明する最近の理論としてアザリアディス（Ａ
．ａ．ｉａｄｉｓ，１９７５）

，

やベイリー（Ｂ・１１ｙ，１９７４）の「暗黙の契約理論」（Ｉｍｐ１１・１ｔＣ
ｏｎｔ・。・ｔ　Ｔｈ・・町），シャピロー・ステイク

リソ ソ（Ｓｈ．ｐｒｏ ・Ｓｔ，ｇ１１ｔ。，１９８４）の「効率賃金仮説」（Ｅ舶。１．ｎ．ｙ　Ｗ．ｇ． Ｈｙｐ．ｔｈ
。。１。），「内部一外部労働

者アプローチ」（Ｉｎ。。ｄ。。一〇ｕｔ．１ｄ・・ ＡｐＰ・…ｈ）などがある（Ｂｕｔｋ１・ｗ… ，ＪＬ ・ｎｄｏｔｈ
…　［１９８６１Ｓｔ１ｇ１１ｔ・

，

Ｊ　Ｅ４Ｔｈｅｏｒ１ｅｓ　ｏｆＷａｇｅ　Ｒ１ｇ１ｄｌｔｙ大橋勇雄他３名［１９９０１第５章　賃金の硬直性と失業）・

　これらの諸理論は，ケインズが貨幣賃金の硬直性は労働組合なとの制度にありと理解している

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４１８）



　　　　　　　　　　　　賃金決定理論と明治 ・大正期の労働「市場」（小野）　　　　　　　　　　　１６５

とし，そのような制度的要因を導入したケインズに対する不満から，賃金の硬直性の説明を経済

的合理性にもとづいて説明しようとしたものである 。

　ｒ暗黙の契約理論」とは，好況 ・不況にかかわらず，労働者は安定した固定賃金を受けとるこ

とを，企業はそれを成文化せずに暗黙のうちに了解していることが労資双方にとっ て有利である

とする理論のことである 。

　労働者は主に生活手段を賃金に頼らざるを得ないから，危険に対して回避的であり ，危険回避

的な行動をとる労働者は，不況期に解雇されないなら企業にリスク ・プレミアムを支払ってもよ

いと考える。何故なら，労働者が離職するには職探し，訓練，移動のコストがかかり ，他企業に

移るまでの問失業するからである。また，移った先の企業は倒産するかもしれない。企業は多数

の株主を背景にして豊富な資金を持っているから，危険に対して中立的であり ，リスク ・プレミ

アムはゼロである。企業に賃金支払額の期待値にのみ関心がある。企業は，景気変動の如何にか

かわらず，労資双方の問の固定賃金の暗黙の契約の下では，労働者からリスク ・プレミアムを受

けとっ ている 。

　効率賃金仮説は，労働の質に関する情幸民が不完全な状況の下では，賃金の切下げは労働の生産

性の低下をもたらす。それ故，非自発的失業が存在している時，企業は賃金を低下させないのは ，

それによっ て現在就業している労働者の生産性を低下させたくないからである。より高い賃金は

より高い生産性をもたらし，労働者に企業に対する忠誠心と高い質の仕事をおこなうｉｎＣｅｎｔｉＶｅ

を与える。しかし，賃金の切下げは，労働者の勤労倫理あるいは労働の質の低下をもたらすので ，

現在就業している労働者の効率は低下するであろう 。それ故，企業は賃金を切り下げない。支払

賃金が高ければ，労働者の転職を減らし，企業は労働者の訓練や採用にかかる ＣｏＳｔが節約でき

る。

　問題は，賃金を切下げると何故労働者の効率が落ちるのかということである 。

　¢　企業内でせっかく執練労働者に訓練したとしても ，賃金の切下けが彼等を他企業に移動さ

せる 。

　　　企業問に賃金格差がないとすれば，労働者にどうせどこの企業へ移っても賃金は同じだか

らと考えてずる休みやサボ ッたりする 。

　　　世間相場以上に賃金を上けれは，労働者はそれに報いるために深い忠誠心と高い質の労働

をおこなうであろう 。逆に，賃金を切下げると労働者は働かなくなる 。

　内部 ・外部労働者アプローチは，失業率のマクロ 的変動をミクロ経済学にもとづいて説明しよ

うとする 。

　労働者が解雇されて失業者になりｏｕｔＳｉｄｅｒ となり ，他企業に再び低い賃金で採用してもらお

うとしても困難である。つまり ，外部労働者がいかに低い賃金を申し出ても ，高い賃金の内部労

働者にとっ てかわることはできないということである。これは，企業にとっ て入替 ・採用 ・訓練

コストがかかること以外に，基本的には，市場で均衡賃金以下に下らないほどに内部労働者に有

利に作用する労働組合が存在し，賃金決定に大きな影響力を持っているからである 。

　以上の諸仮説に共通していることは，労働者は効用を極大し，企業は利潤を極大化するように

行動すると想定されていることである。したがって，これらの理論は，新古典派経済学のパラダ

イムの中で議論されていることである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４１９）
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　１－２　新古典派モデル

　新古典派経済学の標準型では，賃金率は労働市場（完全競争とすべての労働に同質であるという仮

定を置いている）における労働の超過需要と超過供給によっ て決定され，かつ賃金率の変動によ

って，労働の需給量が調整されることはよく知られているけれど，以下の議論の便宜のため，そ

の中心点を１９の命題にしぼって述べておこう 。

　¢　労働需要関数は，企業の極大利潤の行動から導出される。これはよく知られるように次の

数学モデルによっ て導出される 。

０＝ｆ（Ｌ，Ｋ） ・・・…　　（１－２－１）

１７＝Ｐ０一（ｗＬ＋ｒＫ＋ｂ） ・・…・　（１－２－
２）

〃＝ｐｆ（Ｌ，Ｋ）一ｗＬ－ｒＫ－ｂ・…・　（１－２－３）

企業の利潤極大条件は ，（１－２－３）式をＫあるいはＬを一定としてＬあるいはＫで偏微分してゼ

ロとおくと ，

　　６〃　　　６ｆ
　　　　＝Ｐ　　－ｗ＝Ｏ　　　．

　　６Ｌ　　６Ｌ

　　６〃　　　６ｆ
　　　　＝Ｐ　　－ｒ＝Ｏ　　

’

　　６Ｋ　　６Ｋ

６ｆ　　　　６ｆ
　＝ｆＬ，　　 ＝ｆＫ とすれは ，

６Ｌ　　　　６Ｋ

　ＰｆＬ＝ｗ ・…・・　（１－２－６）

　ＰｆＫ＝ｒ ・・・…　　（１－２－７）

　６ｆ
Ｐ　　＝ｗ…　　　（１－２ －４）
　６Ｌ

　６ｆ

Ｐ＝ｒ…（１－２－５）　６Ｋ

　（１－２－６）式より企業は，労働の価値限界生産力ｐｆＬ が市場の賃金率と等しくなるまで労働を需

要する 。

　　　労働市場が完全競争状態で生産設備としての資本が一定であれば，個別企業にとっ て， 賃

金率は所与で，その賃金率で個別企業はいくらでも労働者を雇用することができる。企業が利潤

極大化行動をとり ，右下がりの労働の限界生産力を前提にするかぎり ，労働の限界生産力と賃金

率が等しいところで雇用量が決定される。賃金率が高ければ企業の労働需要量は小さく ，賃金率

が低くければその雇用量は大きくなる。それ故，企業の労働需要曲線は右下がりになる 。

　　　労働の平均生産力は，雇用量を直接決定する要因ではない。何故なら，労働の平均生産力

　総生産額
＝　　　　　であるから，企業は一人当りの労働者の産出額を賃金率として支払えは利潤はゼ
　労働者数

口になり蓄積資金を留保できない 。

　＠　　より ，労働の平均生産力が市場賃金率より低い領域では企業に損失をこうむり労働を需

要しないから，労働の平均生産力も限界生産力も右下がりの曲線を想定する（図１－１）。

　　　完全独占企業の場合，労働の限界収入生産力＝賃金率になる点まで労働を需要する 。

　完全独占企業の利潤方程式を ，

〃＝Ｐ０－ｗＬ…　　　（１－２－８）

（４２０）
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　　　　　　　　図１－１

労
働
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生
産
力

Ｏ
＞

雇用量

１６７

とすれば，（１－ ２－８）式をＬで微分してゼロと置くと ，

　　　　ｄ皿　　　ｄＯ　　　　ｄｐ　　ｄＯ
　　　　　　＝Ｐ　　＋０　　　・　　一ｗ＝Ｏ　　　（１－ ２－９）
　　　　ｄＬ　　　ｄＬ　　　ｄＯ　　ｄＬ

　　　　　ｄＯ　　ｄｐ　ｄＯ
　　　　Ｐ　　＋０　　 ・　　＝ｗ　　　（１－ ２－１０）
　　　　　ｄＬ　　　ｄＯ　　ｄＬ

　（１－２－１０）式の左辺全体は，労働の限界収入生産力であり ，それが，賃金率に等しくなる点で

独占企業は極大利潤を得ている 。

ｄ・。。であり ，ｄＯ
。， 。。。であるから

，。ｄ・ｄ０
。で
，。ｄＯ・。ｄ・ｄ０ 。ｄＯ

　ｄＯ　　　　　　　　　ｄＬ　　　　　　　　　　　　　　　　ｄＯ　ｄＬ　　　　　　　ｄＬ　　　ｄＯ　　ｄＬ　　　ｄＬ

であるから，労働の限界収入生産力は労働の価値限界生産力より小さい 。

　ｗ。 が賃金率であるとすれは，完全独占企業の場合雇用量は０Ｎ。で，完全競争の場合雇用量は

０Ｎ。である。完全独占市場の時，賃金率Ｎ１Ｒ，労働需要量は０Ｎ１であるが，完全競争の場合に

は， 賃金率はＮ１Ｓで，労働者は，完全独占企業の下では，Ｎ１Ｓ－Ｎ１Ｒ＝ＲＳは支払れないので ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
この部分だけ搾取されていることになる（Ｊ．Ｒ・ｂｉｎ・ｏｎ）。

図１－２　完全独占企業の労働需要
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雇用量

　　　　より ，生産物市場が不完全な場合，労働需要の賃金弾力性値は小さい 。

　¢　市場全体の労働需要は，個々の企業の労働需要を合計したものであり ，労働の需要曲線は

右下がりである 。

　＠　生産技術の進歩や資本設備の増加は，市場全体の労働需要関数を右上方あるいは左下方に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４２１）
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ｓｈ１ｆｔさせる
。

　　　労働の供給関数は，消費者選択の理論から誘導される 。

　　　　ｆ（ｘ，４）＝Ｕ……　　（１－ ２－１１）

　（１－２－１１）式は消費者の選好関数で，”は消費者の所得，４は余暇時問である 。

　（１－２－１１）式を全微分すれば
，

　　　　６ｆ　　　６ｆ
　　　　　　ｄｘ＋一ｄ４＝ｄＵ　……（１－２－１２）
　　　　６ｘ　　　６４

　Ｕはパラメータであるから ，ｄＵ＝Ｏ，したがって ，

　　　　６ｆ　　　６ｆ
　　　　　　ｄｘ＋　　　ｄ４＝Ｏ　　　　　（１－ ２－１３）

　　　　６×　　　６４

　６ｆ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６ｆ
　　　は，消費者の所得の限界効用で，これをｆｘとし，一は，余暇の限界効用で，ｆ４ とすれば ，　６ｘ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６４

　　　　　ｄｘ　　ｆ！
　　　　一一＝一　　 ・・・…　（１－２－１４）
　　　　　ｄ！　　ｆｘ

　（１－２－１４）式の左辺は，所得と余暇の限界代替率である 。

　　　　 ｘ＿ｗｔ　　　（１－２ －１５）

　Ｗは賃金率，ｔは消費者の労働時間 。

　　　　　　　　　　　　　　ｄｘ
（１－２－１５）式をｔで微分すると一＝ｗ
　　　　　　　　　　　　　　ｄｔ

　　　　１＝Ｔ－ｔ　 ・・・…
（１－２－１６）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｄ４
　Ｔは，１人の消費者の１日の睡眠時問を除く総時間。（１－２－１６）式をｔで微分すると ，一＝１．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｄｔ

　そこで，労働時問を最適にするような消費者の効用極大条件は，（１－２－１１）式を微分しゼロと

置いてやればよい 。

　　　　６ｆ　　　ｄｘ　　　６ｆ　　　ｄ４

　　　　　　 ・一十一・一＝ｆｘ ・ｗ－ｆ４＝Ｏ　 ・・・…
（１－２－１７）

　　　　６ｘ　　　ｄｔ　　　６１　　　ｄｔ

　　　　
．、
五一。＿．．．

（１．２．１８）

　　　　　　ｆｘ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｄｘ　　ｆ４　（１－２－１８）式の左辺は ，（１－２－１４）式の所得と余暇の限界代替率であるから，一一＝一＝ｗ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｄ４　ｆｘ

　・ （１－２－１９）

　が得られる 。（１－２－１９）式のｅｃｏｎｏｍ１ｃ１ｍｐ１１ｃａｔ１ｏｎ は， 消費者は効用を極大にしている状態で ，

自己の労働の供給を決定するということであり ，その供給は賃金率に依存して決められるという

ことである 。

　＠　家計の労働供給は賃金率に依存しているけれど，賃金率が上昇（下落）すれば，労働供給

が増加（減少）する右上がりの労働供給曲線と賃金率が上昇（下落）すれば，労働供給は減少（増

加）する右下がりの労働供給曲線とＨ１ｃｋｓの後方反転型のもう一つのタイプの労働供給曲線があ

る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４２２）
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　価格変化に対応して，消費財のとくに正常財の場合，代替効呆と所得効呆の需要ベクトルは同

一の方向に作用し，価格上昇（低落）すれば，消費財需要が低下（減少）する。しかしながら ，

賃金変化に対する所得効果は，賃金の上昇（低下）→所得の上昇（低下）→余暇需要の増大（減

少）→労働供給の減少（増加）というプロセスで，賃金の上昇の余暇需要の増加をもたらす所得

効果は，労働供給を減少させる 。

　また，賃金の上昇（下落）の代替効果は，賃金の上昇（下落）が余暇の価格を騰貴（低下）させ ，

余暇需要を減少（増大）させ，労働供給を増加させる 。

　以上のことから，賃金変化に対する労働供給の変化は，どちらの効果が強力であるかによっ て，

つまり ，所得効果が代替効果より大きければ，賃金の上昇は労働供給は減少し，逆の場合は労働

供給は増加する 。

　始めは代替効果が所得効果より強く ，ある一定の賃金率に到達すると ，今度は，所得効果が代

替効果より強力になるＨｉｃｋｓの後方反転型の労働供給曲線では，何故，最初に代替効果が強く ，

後に所得効果が優勢になるのかの説明はない 。

　◎　市場全体の各種の労働の労働供給は，個々の家計の労働供給の合計である 。

図１－３　後方反転型労働供給曲線と労動需要曲線

Ｗ

　　　　　　　　　　　　　　０　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｌ

　＠　以上のことから，労働供給曲線が右下がりであれば，それと右下がりの労働需要曲線の交

点で労働市場における一つの均衡点が，労働供給曲線が右上がりであれば，それと労働需要曲線

が交われば賃金と雇用量の一つの均衡値が得られる 。

　しかしながら ，Ｈ１ｃｋｓ＝Ｒｏｔｈ ｓｃｈ１１ｄ型の後方反転型労働供給曲線では，労働市場には１つ以上
　　　　　　　　　６）
の均衡点が存在する（図１－３）。

　＠　労働市場の安定条件

　労働供給関数Ｓ（ｗ），労働需要関数Ｄ（ｗ）とし，２つの関数を

　　　　Ｄ（ｗ）＝一ａｗ＋ｂ
　　　　　　　　　　　　　（ａ，　ｂ ，　 ｃ， 　ｄ＞Ｏ）
　　　　Ｓ（ｗ）＝ｃｗ－ｄ

として表わす。そして労働の超過需要をＥ（ｗ）とすれば ，

　　　　Ｅ（ｗ）＝（ｂ＋ｄ）一（ａ＋ｃ）ｗ

均衡において均衡賃金前は変化しないから ，

　　　　ｄｗ
　　　　　　：Ｏ
　　　　ｄｔ

（４２３）
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　　　　　　 ．　　ｌｂ＋ｄ１
＿　　　　　　　　ｗ＝　　　　＿ｗ　　　（１－２ －２０）

　　　　　　　　　　ｌａ＋Ｃ１

　　　　ｄｗ
　　　　　　＝ぴＥ（ｗ）＝ぴ（ｂ＋ｄ）一ぴ（ａ＋ｃ）　……（１－２－２１）

　　　　ｄｔ

　　　　　　（ただし，ぴは調整係数で正）

（１－２－２１）式の非同次の線型微方程式を（２）式のように変形する 。

　　　　ｄｗ
　　　　　　＋ぴ（ａ＋ｃ）ｗ＝ぴ（ｂ＋ｄ）　 ……（１－２－２２）

　　　　ｄｔ

（１－２－２２）式に，線型微分方程式の　般解の公式を適用して解を求める 。

　　　　ｗ（ｔ）＝ｅ 一”（ａ＋ｃ）ｄｔ ［丁ぴ（ｂ＋ｄ）ｅ”（ａ＋ｃ）ｄｔｄｔ＋ｃ］

　　　　　　＝ｅ
一”（ａ＋ｃ）’ ［丁ぴ（ｂ＋ｄ）ｅ仮（ａ＋ｃ）ｔｄｔ＋ｃ］　　

・・・…
　（１－２－２３）

（１－ ２－２３）式の括弧の中の丁ぴ（ｂ＋ｄ）ｅ
ぴ（ａ＋ｃ）ｔｄｔ

　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　　　　　　　　　　　＝　　　　　　　　　ｅぴ（ａ＋ｃ）ｔ ＋ｃ１ぴ（ｂ＋ｄ）

　　　　　　　　　　　　　　　 ぴ（ａ＋Ｃ）

　　　　　　　　　　　　　　ｂ＋ｄ
　　　　　　　　　　　　　＝　　　　　ｅ”（ａ＋ｃ）ｔ ＋ｃ１ｏｌ（ｂ＋ｄ）　　　　　（１－２－２４）

　　　　　　　　　　　　　　ａ＋Ｃ

（１－２－２４）式を元の（１－２－２３）式に代入すれば
，

　　　　　　　　　　　ｂ＋ｄ　　　　ｗ（ｔ）＝ｅ 一”（ａ＋ｃ）’　　　 ｅぴ（ａ＋ｃ）ｔ＋ｃ１ぴ（ｂ＋ｄ）十ｃ

　　　　　　　　　　　 ａ＋Ｃ

　　　　　　　ｂ＋ｄ
　　　　　　＝　　　十Ａｅ

．“（ａ＋ｃ）ｔ

（Ａは任意定数）　　（１－ ２－２５）

　　　　　　　ａ＋Ｃ
となる 。

　初期条件として，ｔ＝Ｏとおくと ，

　　　　　　　　　　ｂ＋ｄ
　　　　ｗｏ＝ｗ（Ｏ）＝　　　十Ａ
　　　　　　　　　　ａ＋Ｃ

　　　　　　　　　　　　ｂ＋ｄ
　　　　　　　．　Ａ＝ｗｏ一　　　　　　　　（１－２－２６）
　　　　　　　　　　　　ａ＋Ｃ

となり ，Ａが特定化される。したがって ，（１－２－２６）式を（１－２－２５）式に代入すれば，

　　　　・（ｔ）一 崇・（榊一１辛；）…舳 ・（１舳）

そこで，（１－２－２６）式を（１－２－２７）式に代入すれば ，

　　　　ｗ（ｔ）＝而十（ｗｏ一而）ｅ一舳十ｃ）ｔ 　……（１－２－２８）

を得る 。

　　　　１ｉｍｗ（ｔ）＝爺　……（１－２－２９）

　　　　ｔ一一〇〇

したがって，労働市場は安定的である 。

ｉ）ｃ＞Ｏであるから，労働供給曲線の勾配は正で右上がりである 。

ｉｉ）ｃ＜Ｏで，１ａ１＞ｃ ならば，労働の供給にくらべて労働の需要の弾力性が大きくなければなら

　ない 。

　＠　人口の増減のない短期では，賃金の変動の如何にかかわらず，社会全体の労働供給曲線は

垂直である。なお，長期的に無限に労働を供給することができると想定する新古典派理論では ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４２４）
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労働の供給曲線に水平になる（図１－ ４）。

　＠　しかしながら，社会全体の労働供給は，一般的には，所得効果の方が代替効果よりやや強

いとみられ，賃金の変化率に非弾力的な垂直に近い右下がりの曲線になる（図１－ ４）。

図１－４　杜会全体の労働供給曲線と労働需要曲線
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＠　個別企業にとっ て労働供給曲線は水平である 。

図１－５　企業の労働供給曲線　　図１－６　産業の労働供給曲線

Ｗ Ｗ

Ｗホ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＞　　　　　　　　　　　　　　　　　＞
　　　　　　　　　Ｏ　　　　　　　　　　　　Ｌ　　Ｏ　　　　　　　　　　　　　Ｌ

　　　　　　　　　　　企業の労働供給曲線　　　　　　　　　　産業の労働供給曲線

　＠　労働が産業別に特定化されるなら（ある程度現実にはそのようになっ ている），産業の労働供

給曲線は右上がりである。ある産業の労働者を増やすにはより高い賃金で他産業から労働者を引

き抜きかねばならないからである（図１－ ６）。

　＠　労働供給曲線の与件は，人口や教育制度などであるから，たとえば，人口が増加（減少）

すると ，労働供給曲線は右（左）へｓｈｉｆｔする（図１－ ４）。

　＠　労働需要の買手独占

　１企業が一種類の労働需要の買手独占の場合，企業の労働需要はそのまま市場全体の労働需要

となる。それ故，企業は労働の需要が増加すればするほどより高い賃金を支払わなければならな

い。

　これは，企業が労働需要を独占する場合，労働供給曲線は右上がりになることを意味する（図

１－７）。

　労働需要の買手独占企業は利潤を極大にする点で労働需要量を決定する 。（１－ ２－８）式より

　　　　〃＝ＰＯ－ｗＬ

利潤極大条件は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４２５）
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　　　図１－７　労働の需要独占

Ｗ　　　　　　 ＭＰ．　　　　 ＭＣ。

。、　ろ 。、

Ｗｏ Ｅ
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０　　　　　　　　 Ｌ１ Ｌ

号｛ 一・号；一（…号モ）一・

　ｄＯ　　　　ｄｗ
Ｐ　　＝ｗ＋Ｌ　　　　　・（１－２－３０）
　ｄＬ　　　　ｄＬ

（１－２－３０）式の左辺は労働の価値限界生産力，右辺は企業の労働の限界費用で，その第１項のｗ

は追加労働者の賃金，第２項は既存雇用者の賃金の調整部分である。　図１－７では，労働の限

界費用曲線ＭＣＬが労働供給曲線Ｌ。の上方にあるのは，追加労働者の賃金 ｗに既存雇用者の賃
　　　　　ｄｗ
金調整分Ｌ　　を加えたものであるからである 。図１－ ７において，労働の限界費用曲線と労働
　　　　　ｄＬ
の限界生産力曲線ＭＰ。との交点であるＥ。点で，利潤が極大になり ，労働需要量ＯＬ。がきまり ，

賃金０ｗ。 は労働供給曲線とＥＬＬ１線上の交点Ｅで決定される。それは労働の価値限界生産力よ

りＥＬＥだけ小さいので，ＥＬＥは労働の搾取ともいわれている 。

　１－３新古典派の賃金格差論

　新古典派の標準的な賃金理論では，わが国の企業内賃金格差を理論的にどのように説明するの

であろうか 。

　新古典派経済学者は，それは，終身雇用制の下では，労働市場が企業別に分断され，不完全競

争であるからであると答えるであろう 。

　それでは，何故，終身雇用制の下で年功序列賃金が成止するのか。この点になると ，「純粋な

理論経済学に基づいて賃金を論ずる者は口を閉ざし，あたかも ，それは経済学の対象でないかの

如き取扱いをする。しかし，経済学者がそれを説明しなければ，一体，何の学者がそれを説明す
　　　　　　　７）
るのであろうか」という内海洋一の言説に現在でも誰でも同意せざるを得ないであろう 。

　「この問題をめぐっ て， 経営学者と経済学者の問に奇怪な断絶が存在する。経営学者たちは ，

近代経済学的な賃金理論について　通りの常識を持つ者であ っても ，近代経済学的賃金理論との

結び付きを考慮の外に置きつつ，専ら，麦金的または実用的な立場から，年功序列賃金の問題 ・

金奉給商痘 ・廠嘉弁仕檎垂給由歯あ研金に終始している。他方，理論経済学者たちは，…… 実際

あ会金最決らあ由扶を如ら去余ら之，俵森主して抽象的な賃金理論を説くに由圭ら ，毛あ圭陰あ

貞金最決らあ幸麦を垂嘉如三釦由手る参カを存なわず，単に不完全競争 ・摩擦 ・所与等の概念の

去とに垂嘉～三放直しそじ・る。このことは，多かれ少なかれ，西欧諸国の理論経済学者や労働経

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４２６）
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　　　　　　　　　　　　　　　　８）
済学者についても言えることである」。 しかし，対象が一つである限り ，理論経済学的賃金理論

の立場から，現実の賃金決定の事実を理論的に分析しなければ，理論経済学者の怠慢か無能かの

何れかと非難されても仕方がないであろう 。

　賃金には ，（１）性別 ・年齢別（２）職種別（３）産業別（４）規模別にもとづく格差が存在する 。

　新古典派経済学の賃金理論では，主に職種別，産業別の賃金格差について分析している 。

　標準的な新古典派労働経済学は，労働市場を完全競争市場と不完全競争市場に分けて賃金格差

を説明する 。

　１－３－１完全競争労働市場の場合

　（ｉ）同質労働間賃金格差

　労働の条件（照明，休憩室，冷暖房などの施設）が異なれば，労働の苦痛も異なり ，したがって

労働の供給価格も相違し，苦痛の差だけ表現する賃金格差，即ち，「同質労働問均等化的賃金格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）差」（ｅｑｕａ１１ｚｍｇ　ｗａｇｅ　ｄ１ｆｆｅ．ｅｎｃｅ）が生じる

。

　（ｉｉ）異質労働間賃金格差

　完全競争労働市場で，終身（長期）雇用のような制度がなく ，労働移動が十分おこなわれ，各

種労働Ａ，Ｂ，Ｃ…… があり ，異質な各種労働はいわば独占的地位を形成しているような状態を想

定しよう 。労働市場が完全競争的であれば，各種労働は別々に需要曲線と供給曲線を持ち，両者

の交点でそれぞれ賃金率が決定される。個々の企業は，各種労働の総需要に参加するけれど，全

体からみればわずかの位置しか占めないので，労働の需要独占は成立しない。この場合，企業は ，

利潤を極大化すべき行動し，各種労働の加重限界生産力が均等化になるように，他の生産財とと

もにもっとも有利な各種労働の組合せを追求する 。

　他の生産財の限界生産力　　労働Ａの限界生産力　　労働Ｂの限界生産力

　　　他の生産財の価格　　　　　労働Ａの賃金　　　　　労働Ｂの賃金

　　労働Ｃの限界生産力
　　　　労働Ｃの賃金

　以上のように，各種の賃金は，各種の労働の限界生産力の格差に厳密に照応する 。

　各企業が，労働Ａ，Ｂ，Ｃ……をどの程度採用するのかは，生産関数の相違によっ て異なるが ，

すべての企業にとっ ては社会全体の労働市場で成立した各種労働の賃金は同じである。たとえば ，

労働Ａの賃金は５０万円，労働Ｂは３５万円，労働Ｃは１５万円が社会全体の労働市場で成立したＡ ，

Ｂ， Ｃの賃金であるとすれば，各企業は，そのように賃金を支払う 。かくして，企業内に異質労

働問賃金格差が生じる。しかしながら，賃金に支払らわた貨幣１００円あたりの効率は皆等しい 。

ここでは，年齢，勤続年数，学歴，性別等々は，ただ労働の質の相違をもたらすかぎりにおいて ，

賃金に影響を及ぼす 。

　労働の質が相違すれば，勿論，労働の苦痛も相違する 。

　それでは，労働の質の相違は何によっ てもたらされるのか 。

　教育を受ける機会が均等で，人問のもっ て生まれた才能や素質が同じであれば，それは教育や

訓練にもとづく 。高い限界生産力を持つ上質の労働に対する低い限界生産力の低質の労働に対す

る賃金の格差は，教育や訓練に費消した コストおよひ教育　訓練期問に喪失した賃金総額とその

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４２７）
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利子を加えたもので，上質の労働者が生涯のうちで取り戻し得る大きさである。この時，訓練を

要しない職業と長期の教育と訓練を必要とする職業のどちらを選択するかの余地はなくなるであ
　１０）

ろう
。

　固産業及び企業の間の労働力構成にもとづく平均賃金の格差 。

　おおむね賃金の低い女子労働者や未熟練の若年労働者の比率が高い産業では，その産業の平均

賃金はそうでない産業より低くなるであろう 。

１－３－２不完全競争労働市場における賃金格差

同一労働，つまり ，労働の質及ぴ不効用が同じであ っても，労働市場が以下のような要因によ

り不完全であれは，同質労働間賃金格差が発生する 。

（ｉ）労働市場に関する情報不足 ，

（ｉｉ）種々な要因にもとづく ，職種間 ・企業間そして地域問の労働の不完全な移動性 ，

固　労働の供給 ・需要独占の存在 ，

６。）社会構造の特殊性による同質労働の差別化と労働市場の閉鎖性，等々 。

　１－４　アタムスミスの賃金格差論

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）　Ｊ．Ｓ．ミルは賃金問題でアダム ・スミスの「有名な，かつ人にもっとも親しまれてきたあの章」

といっ ているが，スミスは『国富論』の第一篇　第十章　労働および資財のさまざまの用途にお

ける賃金およひ利潤について　つぎの五つの条件が職業による賃金の差異や格差をもたらすと述

べている 。

　¢　職業の快不快 。

　労働の賃金は，その職業がたやすいかつらいものか，清潔なとのかきたないものか，名誉なも

のか不名誉なものかということによっ て， 差異が生じる 。

　裁縫の渡り職人は織布の渡り職人より金銭的報酬が大きいのは，後者の仕事は前者のそれより

はるかにたやすいからである。織布の渡り職人の賃金は，かじ屋の渡り職人のそれよりすくない 。

仕事の難易度では両者はそれほど変らないけれど，織布職人の方がはるかに清潔であるからであ

る。 炭坑夫の仕事はきたなく危険であるから，その賃金はかじ屋職人のそれより高い。宿屋や居

酒屋の経営者ほど，自分の家でありながら主人になれないし，酒飲みを相手にしているので快適

でないけれど，普通の職業の中で少額の資金で多額の利潤を生みだすものはほとんどない。名誉

あるもろもろの職業は金銭的利得は　般に報酬不足である。すべての職業の中で嫌悪すべき死刑

執行人という職業は，仕事の分量の割に，普通の職業より十分支払われている 。

　　　その仕事の難易度および習得費の大小によっ て差異が生じる 。

　機械職人 ・工匠およぴ製造業者の賃金は，普通の労働者達のそれよりいく分高い。何故なら ，

これらの労働は徒弟修業の期間を必要とし，精密さと繊細な性質を要する熟練労働とみなされて

いるからである 。

　独創的な芸術や自由職業における教育は，熟練労働者よりさらに習得時問がかかり ，それ故 ，

画家，彫刻家，法律家，医師などの金銭的報酬は，はるかに大きくすべきであ って，実情もまた

その通りである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４２８）
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　　　賃金は，その就業に恒久性があるかないかによっ て差異を生じる 。

　大部分の製造業における渡り職人の就業は，彼等が働けるかぎり ，年中ほとんど毎日でもかな

り確実に仕事が提供される。石工，陳瓦積は，霜がきひしい時にも天侯が荒れ模様の時にも ，働

くことが出来ないし，彼等の仕事は，自分の顧客からときとき声がかかるかとうかに依存してお
り， 仕事のない時もあるのである。したがって，たよりない仕事の環境や不安に対するいくらか

の報酬がなけれはならないので，普通の労働者より１日当りの賃金は１倍半または２倍半である 。

　ロンドンの石炭仲仕たちは，その辛苦や不快さやきたならしさにおいてほとんと炭坑夫に匹敵

する職業に従事しており ，石炭船の到着がどうしても不規則になるため，彼等の就業もまた必要

的に不安定である。だから，石炭仲仕の賃金は，炭坑夫のそれの２倍３倍を稼得するのが普通で

あっ て不合理でない 。

　＠労働の賃金は，職人たちにあたえられるべき信任の大小にしたがって差異が生じる 。

　金匠や宝石師の賃金は，彼等よりもはるかにすくれた創意をもつ他の多くの職人のそれよりも

優越しているが，これらはもろもろの貴重な材料が彼等に信託されているからである 。

　医師や弁護士などの報酬が高いのは，彼等にかかった教育期問の長さもさることながら ，人々

が健康や生命を医師に託し，また財産や名声を弁護士に託し，彼等への信任が大きいという社会

的地位からである。境遇のきわめていやしい人に誰も自分達の生命や財産を託さないであろう 。

　　　賃金は，職業における成功の可能性の有無にしたがって差異を生じる 。

　ある仕事のために教育される特定の人が，果してその仕事をする資格をもつようになるかどう

かという可能性は，さまさまな職業によっ て非常に相違する 。

　機械職人の職業の大部分のものは，成功はほとんど確実であるが，もろもろの自由職業ではき

わめて不確実である。徒弟に立って一人前の靴屋になることはほとんと確実であるが，法律を研

究して，その職業によっ て生活できるほどに熟達する可能性は，かりにあるとしてもせいぜい２０

対１にすぎない。一人が成功するかわりに２０人が失敗するような職業では，その一人は，失敗し

た２０人が獲得すべきはずであ ったものをすべて獲得するのが当然である 。

　　１）　Ｌｅｉｊｏｎｈｕｆｖｕｄ［１９６８１ ，Ｃ１ｏｗｅｒ［１９９５１ ，Ｈｉｃｋｓ［１９８０１

　　２）小野進［１９９２１第１２章，実物経済と貨幣経済を見よ 。

　　３）小野進［１９９２１ｐ．２８１

　　４）高田保馬［１９５５１第４章，労銀理論の反省　　ケインスをめくりて

　　５）小野進［１９９２１ｐｐ．１６７～１７０

　　６）Ｒｏｔｈｓｃｈｉ１ｄ［１９５４１邦訳［１９７１１ｐ．６８

　　７）　内海洋一［１９７８１ｐ．２０３

　　８）内海洋一［１９７８１ｐ．２０３

　　９）　Ｓａｍｕｅ１ｓｏｎ［１９５５１ｐｐ５３６～３７

　１０）Ｒｏｔｈｓｃｈ１１ｄ［１９５４１邦訳ｐ１００

　１１）Ｍ
１１１，Ｊ　Ｓ［１８４８１Ｐｒ１ｃ１ｐ１ｅｓ　ｏｆ　Ｅ

ｃｏｎｏｍ１ｃｓ，『経済学原理（二）』Ｐ３５３

（４２９）
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第２章　明治 ・大正期の重工業と軽工業の発展の基軸

　明治 ・大正期の労働「市場」における労働移動を議論する前に，予備的考察として，主に当該

期問の日本産業の発展の基軸を鳥厳するため以下の７点をここで確認しておきたい。なぜなら ，

日本の経済発展のメカニズムの中で労働移動を考察したいからである 。

　¢　明治維新当時において，産業の資本主義的発展の必要性を痛感したのは町人でなく政府の

先覚者であ った。政府先覚者にとっ ては，西洋式産業の移植に最大緊喫事であ った。それ故，政

府は，利害を度外視して，自らの責任で西洋式産業を移植した。この時の移植産業の官営方式の

思想的背景になっ たのは，「資本家的産業保護主義のそれでなくて，従来封建的藩政下に行われ

た「国産会所」の伝統であ った。換…１すれは，明治政府が泰西産業の模倣移植のために採った政

府官営政策は，資本主義的観念に由って行われたと云うよりも ，むしろ，封建的観念に由 って行
　　　　　　　　　　　　　　１）
われたものというべきであつた」

　明治期の産業保護政策は，封建的観念の台木に資本主義的文明を接木したものであ った。にも

かかわらず，木に竹を接いた結果に陥らなかった。何故なら，いつの問にか封建的産業政策がド

イツ流の資本的保護政策に合流してしまっ た。

　明治維新は封建制度を廃止し国民国家形成のための近代的な革命であ った。なぜなら，近代経

済成長を阻止する制度，伝統，思想等の悪しき封建制度の核心部分が撤廃されたからである 。

　維新新政府は，幕藩営や民営の生野鉱山 ・関口製作場 ・横須賀 ・横浜 ・長崎各製鉄所 ・石川島

造船所，佐渡金山 ・小坂銀山 ・大葛拉真金金山 ・三池炭坑，釜山鉱山 ・高島炭坑，阿仁銅山 ・院

内銀山 ・滝ノ神 ・敷根両火薬製造所等の工場，鉱山を接収し，その近代化を図 った。また，大阪

砲兵工廠設立，兵庫造船所官行 ・赤羽分局 ・造幣寮，富岡製糸所，深川セメント製造所の設立 ・

堺紡績所官行 ・印刷局設立 ・品川硝子製造所官行 ・新町駅屑糸繭紡績所設置等々の官営事業によ

って西洋式生産技術の導入を積極的におこなっ た。 これと同時に新政府は，民間の近代的鉱工業

の育成に努めた 。

　明治１０年代に入ると ，内務省による産業育成のための模範工場の設置，士族授産のための諸施

設の設置を基軸として，紡績業をはじめ製糖 ・化学工業 ・セメント ・造兵造船等の近代工場をは

じめ，製糸 ・織物 ・製糖等のマニュファクチ ュアも急激に発展し，同１９年には第一次企業熱がお

こっ た。

　　　日本の工鉱業は，明治維新から明治２０年頃まで第１次技術移転期ともいうべき技術導入期

であ った。明治政府によっ て殖産興業政策の一環として設立された官営工場において近代生産技

術の移転が精力的におこなわれた。そしてそれがある程度疋着したあと民問に払下げられたのが

この期間であ った 。

　しかし，この時期に，政府の支援なしに独力で技術と産業の移植をおこなっ て成功した民問企

業もあったことを忘れるべきでない 。

　明治新政府は，かねてから，自由主義経済への移行を既定の方針としていたから，官営企業が

ほとんど赤字経営であ ったこともあ ったが，洋式技術がわが国に疋着した頃と判断し，官営工場 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４３０）
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鉱山を民問に払下げた 。

　しかしながら，経営組織，労務管理，その他経営の基本方針に直接結びつくような管理技術は

技術導入という形では輸入されなかった。むしろ，それは，封建社会の商家経営の再編という形
　　　　　２）
態をとっ た。

　近代工鉱業の生産技術は，官営企業によっ て基礎づけられから，欧米からの生産技術の導入に

果たした官営企業の功績は大きい 。

　徳川時代から自生的に成長してきた商業資本は，予想収益の見込のない不確実な近代工鉱業に

多額の投資をしなかった。それは，¢懐妊期問の長い近代工鉱業に投資するほど虐大な資金の蓄

積がなかったこと ，　徳川政権に寄生して巨額の利益を得ることに馴れ，ｒｉｓｋｙな外国貿易の経

験がなく将来の不確実な ｒ１ｓｋの大きな事業に従事する ａｎｍａ１ｓｐ１ｒ１ｔに欠けていたことによる 。

　官営企業は，生産技術のマスターを王目的とした技術 ・技能者養成のモテルであり ，国益追求

であ って利潤追求を度外視していた 。

　　　戦前期の日本産業は日清戦争（明治２７～２８年）を画期として政府の直接問接の保護の下に
，

各種の重工業，化学工業が勃興しはじめた。明治４４年の関税自王権回復で民問の重工業も採算が

有利になっ た。 そして，第一次大戦後飛躍的に発展し，さらに日本経済は第二次大戦後よく知ら

れるように重化学工業の顕著な成果をおさめた。この意味で，第二次大戦後の重化学工業の基盤

は， 日清戦争と第一次大戦の問に築かれたといえる 。

　明治日本は，工業部門は後発国であ ったけれど近代国家であ った。工業部門が後発国であ った

という経済要因だけから ，明治日本が後進国（ｂ・・ｋｗ・・ｄ・ｏｕｎｔ・１・・）ということはできない。しか

しながら，科学 ・技術や経済の発展に不均等であるから，先進国か後進国かの基準は，一国の文

化・ 教育水準が，それらの先端部分を吸収 ・消化し創造する能力があるかどうかである。この意
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
味で国民の文化 ・教育水準は先進国か後進国の重要な指標となる 。

　　　　　　　　　　　　　表２－１　わが国における産業構成の変化　　　　　　　　　（単位％）

　区分明治３３年大正２年大正ユ４年昭和５年１０年　１５年　２２年　２５年　２８年　３０年　３ユ年

消費材
　　　　　５９ ，３　　　　　５６ ，３　　　　　５８ ，９　　　　　５０ ，９　　　　　３２

．４

（軽工業）

生産財
　　　　　１２ ，４　　　　　２０ ，６　　　　　２４ ，９　　　　　３２ ，３　　　　　５２

．７

（重工業）

その他　　　２８ ，３　　２３ ，１　　１６ ，２　　１６ ，９　　１４ ．９

１９ ，８　　　　２５ ，６　　　　３７ ，１　　　　２６ ，３　　　　２７ ，７　　　　２５ ，５

７０ ，０　　　　５４ ，８　　　　４２ ，６　　　　５０ ，０　　　　４７ ，８　　　　５０ ，８

２０ ．２　　　　　ユ９ ，６　　　　　２０ ，３　　　　　２３ ，７　　　　　２４ ，５　　　　　２３ ．７

合計　１００ ．０　１００ ．０　１００ ．０　１００ ．０　１００ ．０　１００ ．０　１００ ．Ｏ　ユＯＯ ．０　１００ ．Ｏ　１ＯＯ ．Ｏ　１ＯＯ ．Ｏ

（出所）通商産業省重工業局編［１９６０１ｐ ．１８

（注）　　工業統計表の付加価値額の構成比による 。

　　　　消費財としてはホフマンの例にならい，食料品，繊維工業，衣服，皮革，家具を，資本財としては化学，金

　　　属，機械を採用した 。

　明治期重工業の輸入代替が困難であ った王な要因は，　重工業製品の国内市場が狭隆であ った

こと ，＠重工業部門の技術と技能の習熟が容易でなかったこと ，０重工業には鉄鉱資源が必要で

あるが，それが稀少でその価格は割高であ ったこと ，であ った。そのため，長い間，輸入重工業

製品に圧迫された 。

　＠　昭和５年までの日本の産業構造は表２－１が示すように重工業より軽工業の占める比重が

大きく ，付加価値でみるかぎり工業発達の中心は軽工業であ った。とりわけ繊維産業であ った 。

しかし，わずか５年問のうちに，昭和１０（１９３５）年には重工業の構成割合は５２ ．７％，軽工業の割

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４３１）



１７８

表２－２

　立命館経済学（第４４巻 ・第３号）

官営軍事工場と民営造船機械工場の内容比較
（明治２３年前後，職工３０人以上のもの）

工場の 原動機工　　場　　名 製品種類 種別台数 馬力数 職工数

Ｉ．

４　大　工　廠

東京砲兵工廠 小銃外 蒸汽１５
４０７ ２， ２２３

大阪砲兵工廠 大砲外 〃　１０ ２４１ １， ３０８

横須賀海軍工廠 艦　　艇 〃　３２ ５２０ ２， ４５６

海軍造兵廠 海軍兵器
〃　１２ ３４３ ８８３

合　　　　　計 ４工場 ６９ １， ５１１ ６， ８７０

ｎ．

造　船　関　係

石川島造船所 船舶機械 蒸汽５
１３２ ３５０

川崎造船所
〃 〃　５

１１１ ７３０

三菱造船所
〃 〃　７

２３０ ５５２

大阪鉄工所
〃 〃　１

２４ １８９

河野亀太郎工場 〃 〃　１
１２ ５０

機械製造所（北海道） 〃 〃　１
１４ ６２

藤永田造船所 造　　船 〃　１
１６ １２０

衣浦造船所
〃 〃　１

１２ ８５

緒明造船所
〃 水車１ ８ １８０

日本郵船鉄工所 鉄　　工 蒸汽３
２０ ５５０

小計（其他共＠） １３工場 ３０ ６０５ ２， ９２８

皿．

機械器具関係
田中機械製造場 電気器械 蒸汽４

８５ ６８３

三吉電機工場
〃 〃　１ ３ １００

諸器械製造場 鉱山器械 〃　１
４ ６０

日本製鉄会社 金属器械 〃　１
４０ ７６

諸機械製造所 諸器械 〃　１ ９ １００

有田喜一郎工場
〃 〃、 １

１０ ９５

筑前鉄工会社 鉄　　器 〃　１
５ ５５

岩手鉄工所
〃 蒸． 水２

２２ ３０

烏羽鉄工所 鉄　　工 蒸汽１
１５ １５０

北海道 ・農具製作所 農　　具 蒸． 水２ ３８ ３６

小西興業場
ランプロ金 蒸汽１

２０ ６０

卿筒製造所 ポンプ 〃　３ ６ ４５

金庫製造所 金　　庫 〃　１
３ ５３

小計（其他共　） ２１工場 ２８ ３００ １， ６６０

ｎ．

　皿合　計
３４工場 ５８ ９０５ ４， ５８８

Ｉ． 　皿．　皿総計 ３８工場 １２７ ２， ４１６ １１ ，４５８

（出所）高橋亀吉［１９７３１ｐ．５６１。 原資料は小山弘健 ・上林貞治郎 ・北

　原道貫［１９４３１ｐｐ．９４～９５である 。

合３２ ．４％で，昭和５（１９３０）年と両者の構成比が逆転している 。

　　　明治期，陸海軍工廠ぬきに重工業の発展を考えることはできない。明治期の重工業は，軍

事的工場から，官営または手厚い政府の保護を中核として育成された。この基礎の上に，民営重

　　　　　　　　　　４）
工業発展の条件が築かれた（表２ －２）。

　＠　満州事変（昭和６年）以後，重工業製品（工作機械などの機械類，車輔 ・船舶など）は中国な

どへはともかく ，欧州やアメリカなど先進工業諸国へ輸出するほど競争力はなかった。しかしな

がら，軽工業製品の綿製品は，昭和７（１９３２）年英国を凌いで世界一位となっ た。１９２８～３７年の

間に日本の輸出の７２％はアジア向けで，そのアジア向け輸出の８８５％は工業製品（綿製品，化繊

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４３２）



賃金決定理論と明治 ・大正期の労働「市場」（小野）

　　　表２－３　造船原価内容日英比較
　　　　　（大正３年，日本１００に対し）

日本 イギリス ドイツ

％ ％ ％

鋼　　　材 ３３ ．Ｏ ２９ ．１ ２９ ．５

木　　　材 ６． Ｏ ６． Ｏ ６． Ｏ

其他諸材料 ３２ ．Ｏ ２５ ．６ ２５ ．６

労銀（実質） １５ ．Ｏ １４ ．Ｏ ９． １

間　接　費 １４ ．Ｏ １４ ．Ｏ １４ ．Ｏ

計 １００ ．Ｏ ８８ ．７ ８４ ．２

１７９

（出所）高橋亀吉［１９７３ｃ　ｌ　ｐ．６０１。 原資料
　は宮永進『帝国造船保護政策論』，未見 。

表２－４　機械類輸入金額の主要内容別推移表

機　械　類　の　主　要　類　別　（単位：千円）

５カ年累計 商品輸入 機械類輸 ＠一％＠ 汽罐同部 ステイー 内燃 発電機お 繊維 製紙機
総　　計

懐中時計 鉄造車両

入合計
汽船

分品付属 ムタービ 機関 よび電動
＠

機械
　

印刷機 及び同部 及び同部 帆船
晶および ン， 蒸気 機類，原

機関，同
分品，ム 分品，鉄

フユー工 動力と結 一ブメン 道機関車
レエコノ 部分晶お 合せる発 ト， 置時 及び同炭
マイザー よびその 電機 計， 掛時 水車，蒸

也の原動 計その他 気機関車
力機 時計及び 類

同部分品

百万円 百万円
明治１－５年 １１３ ．２ ２． ４ ２． ２

一 一 一 一 一
３５５ １８９

一 ■
６－１０ １３２ ．９ ６． ７ ５． １

■ 一 一 １ 一
１， ９８６ １， ２４６

一
１， ９９０

１１－１５ １６３ ．０ ６． １ ３． ７
■ 一 一 一 一

２， ２３１ １， ９ユ９

一
８１６

１６－２０ １６３ ．９ １０ ．３ ６． ３
一

３２９

‘ 一
４６２ １， ２５３ １， ６２７ ５０６ ３， ６４０

２１－２５ ３４９ ．５ ２８ ．９ ８． ３
一

１， ６４６

一 ■
４， ４２０ ４， ０４６ ４， ４３０ ３， ８２０ ４， ２１２

２６－３０ ７２５ ．９ ８６ ．１ １１ ．９

一
２， ９３１ １８０ １８２ １６ ，１２９ ８， ３１４ ７， ３６８ １３ ，６５０ ２３ ，７９８

３ユー３５ １， ３ユ２ ．７ １０４ ．Ｏ ７． ９
一

３， ７９８ ５１３ １， ６１３ ７， ９００ １７ ，２１６ ９， １８０ １５ ，９４９ １７ ，８３２

３６－４０ ２， ０９０ ．２ １６２ ．６ ７． ８ ４． ２１２ ７， ２４１ １， ３１０ ７， ７３６ １１ ．６０３ ２４ ，６０８ １０ ，９９３ ！９ ，８３６ ２３ ，４８０

４１－４５ ２， ４２７ ．４ ２０３ ．２ ８． ４ ５， ６６７ ５， ４３２ ４， ３７０ １２ ，３１９ ２４ ，９２７ ２６ ，８０３ ５， ６０３ １７ ，５４８ １１ ，０７８

大正２－６ ３， ６４９ ．８ １９１ ．５ ５． ２ ７， ０７０ ２， １５５ ２， １８８ １０ ，４３０ ２５ ，４１９ １６ ，３１９ ６， ６８６ １０ ，５３２ ２７ ，３９８

７－１１ ９， ６８２ ．２ ７０７ ．８ ７． ３ ４０ ，０２０ １０ ，１８４ １０ ，２２４ ３９ ，４２０ １２２ ，９５５ ６４ ，７２１ ２８ ，８２７ ３０ ，０６４ ８， ３７７

１２一昭和２ １１ ，５６４ ．９ ８６０ ．８ ７．４ ２５ ，１２４ １０ ，５７４ ２３ ，５２５ ６３ ，８６９ ７６ ，９２３ ８７ ，６０６ ４９ ，１５３ ３２ ，Ｏ０３ ４１ ，６０８

昭和３－７ ８， ６２５ ．６ ６５７ ．３ ７． ６ １３ ，３２７ ４， ０４９ ６８ ，８３３ ２３ ，５１４ ５４ ，８９９ ８８ ，８１６ ２６ ．０１８ ６， ６８５ １３ ，８４９

　（出所）通商産業省重工業局編『日本の機械工業　　その成長と構造一』皿統計資料（昭和３５年刊）ｐｐ８２－８５ ．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）類， 自転車，玩具，電球，セメント ，ビールなど）であ った 。

　¢　明治４０年代に入り ，先進工業部門において，工業技術面で先進国の最高水準にキャッ チア

ソプした。その若干の指標は，汽船の輸入が明治２６～３０年，鉄道車靹の輸入が明治３６～４０年，表

汽機関の輸入が明治３６～４０年に頂点に達しその後減少した。造船技術は，明治末期に，世界一流
　　　　　　　　　　　　　　　６）
の戦艦，商船の自給を可能にしたにもかかわらず，日本造船業の弱点は主要材料を鉄鋼を輸入せ

ざるを得なかったことである。そのため，日本の価格にイギリスより２～３割高であ った 。

　表２ －３は日英独の原価比較であるが，技術の不足，機械設備不足のため，低賃金にもかかわ

らず，賃金の比重が高くなり ，コスト高になっ ている。文政年問（１８５４～５９年）西洋型の帆船が

建造されてから，第１次大戦期軍艦と商船の輸入代替が終了するまで６０年ほとかかっている 。

　国内重工業発達度を示す指標は表２ －４で示される 。

　＠　明治２０年までのわが国の近代工業の発展経路を，その導入主体からみると ，

　（１）政府直営の下に移植したもので，これには，明治政府が幕藩から引継いだもので後日民問

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４３３）



　１８０　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４４巻 ・第３号）

に払下げられたものとして，長崎造船所，石川島造船所，兵庫製作所，深川セメント ，晶川硝子 ，

活字製造所，諸鉱山である 。

　民聞に払下げられずに官営がつづけられたものに，横須賀造船所，赤羽工作所（兵器廠），大阪

造幣寮，鉄道，電信がある 。

　民間に対するモデルエ場として政府の直営したものとして機械製糸業としての富岡製糸場，工

部勧工寮製糸場，機械紡績の広島紡績所と愛知紡績所がある。これらは後に民問に払下げられた 。

　（２）政府は２０００錘紡機２０基を購入，これを血利子１０カ年賦で民問有志に貸付けた。この結果 ，

全国に１０余の紡績工場が設立されたように，政府の資本貸付等による勧業保護によるもの 。

　（３）大阪紡績会社の発展のように民問の純然たる自主的発足によるもの 。

　に分類できる。明治２０年までの段階では，（１）と（２）のケースが圧倒に多かった 。

　＠　目的別に近代工業を観察すれば，

　（１）軍事目的をもっ て政府が導入したものとして造船，兵器 、（鉄工業）。

　（２）近代経済を発展させるという一般目的をもっ て， 官営又は政府の保護奨励の下に導入移植

された，海運，鉄道，電信電話等々である。勿論これとて軍事目的が含まれていたことはいうま

でもない。そして，これらの産業を土台に，造船，車靹（当初は修理），電機工業，セメント（鉄

道建設用）が西欧から導入された 。

　（３）輸入防遇を目的として導入された近代産業としての紡績業。そして，やはり輸入防遇を目

的とした中小企業形態の各種の洋式雑貨工業 。

　（４）輸出促進のため，在来産業の近代化。たとえば，機械生糸産業，陶磁器工業がある 。

　（５）銅製錬業，銅加工業，製鉄業，石炭資源の資源開発を目的としたもの 。

　＠　明治１５年頃まで，近代的産業の先駆をなしたのは，紡績，機械製糸，造船の三産業であ っ

た。 この中で，近代工業らしい設備を装備していたのは造船業であ った。造船業は，近代海軍の

創設の目的でもっ て徳川幕府によっ て着手されたもので，明治政府は，上述したように軍事目的

でこれを継承した。造船業は技術上の母体であり ，わが国の重工業は，造船業によっ て種が蒔か

れた 。

　しかしながら，本格的な洋式造船の体制ができたのは，明治１７年以後である。そして明治２９年

の造船奨励法等の支援の下で明治３０年代にようやく外国航路の大型船が建造された。とはいっ て

も， 鉄版のみならず，重要な装備品は輸入された。日露戦争明治３７（１９０４）年で欧米条約国は局

外中立を厳守したので，新たに軍艦を購入することが不可能になっ たため，その後，艦船自給の

必要を身をもっ て体験した。爾後，大型艦船の建造が相続き，明治末期には，世界一流の戦艦 ，

商船を自給するにいた った。そして，第一次大戦中に新船舶はほとんど自給するようになっ た。

　明治２０年までの近代工業の先駆的役割を果たした民聞企業としては，大阪紡績会社，機械製糸

の片倉組，造船業の三菱造船所（明治１７年長崎官営造船所を借受け２０年６月に払下げられる），川崎造

船（明治２０年７月官営兵庫造船所払下げられる），大阪鉄工所（明治１４年創設，前身明治１２年Ｅ．Ｈ．ハンタ

開設），石川島造船所（明治９年創設。前身は水戸藩営）であ った。近代造船業は，明治期では海軍

工廠の技術が母体になり ，三菱，川崎，大阪鉄工所の三大造船所を中心で発達した 。

　日本の造船業は，１９６０～７０年代において名実ともに世界一流の地位を獲得した。この基礎は明

治の造船業によっ て築かれたものである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４３４）
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　しかしながら，先進国イキリスのたんなる組立工業としての造船業と異なっ て， 日本の造船業

は関連産業が未発達のため造船業自ら造船に必要な各種の機械を製造し，そして組みあわせとい

う総合的重工業としての特徴をもっ ていた。貨物船の建造工事には，製鋼業，製鉄業，石炭業 ，

鋳鉄業，真鎌鋳物業，鋼管製造業，伸銅業，製鋲業，木材業，ペイント業，製鋼業，電機製作業 ，

工作機械製造業，工作用具製造業，家具製作業，補助機製作業，計器製造業，保温材製造業，製

鎧業，食器製造業，小道具製作業，製織業，護言莫製造業，製麻業，セメント業，煉瓦製造業，硝

子業，船具製造業等々が必要である 。

　＠　明治　大正期の四大重工業は，製鉄，造船，鉄道車靹，電気機械器具工業の各部門であり ，

軽工業では繊維産業であ った。とりわけ繊維産業の中核は紡績産業であ った。以上の他に，明

治・ 大正期の重要産業として海運業をつけ加えるべきであろう 。

　製鉄，造船，鉄道車靹，海運の各部門は，政府の手厚い保護育成の下に成長したのに対して ，

電気機械器具工業（水力発電機関，電動機，電気量計測器，照明器具など）は，関税保護以外はもっ

ぱら自力で発展した代表的機械工業部門として，日露戦争（明治３７～３８年）以後急速に発展した 。

　機械工業部門として自力で発展した電気機械器具工業部門の発展要因は，（１）豊富な水力資源と

世界の水力発電およひ高圧遠距離送電技術の進歩明治４４年完成の甲州桂川水力発電工事は，わが国最

初の高圧遠距離送電であ った）。（２）発電機，電動機の材料は銅線が多く使用され，銅は自給でき海外

より低廉であ った。（３）中小工場の比率が高い日本で中小工場に電動機が多く採用され，動力革命

が発生した。（４）水力電気の全国的普及による電灯需要の激増，なとが挙けられよう 。豊富な水力

資源という比較優位があ った 。

　なお電動機工業は，欧米のそれと平行して進展したので，輸入代替する必要はなく ，当初から

対外競争は強かった。大正５年には，電気計測器の全消費中の国産製品の比率は７０４％であり ，

輸入代替が終ろうとしていた 。

　＠　明治政府は，当初移植産業として近代紡績業を育てるために紡績機械の移植導入をおこな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
った。しかしながら，政府は在来の手工業的感覚で，規模，土地等を選ぶという誤りを犯した 。

前近代的小規模紡績では近代的な輸入品と競争することはできなかった 。

　近代紡績業としてはじめて成功したのは明治１６年開業の大阪紡績会社（東洋紡績の前身）であ っ

た。 大阪紡績会社の「発企率先者は子爵渋沢栄一だ。周知の如く氏に当時第一銀行頭取で，同銀

行は外国輸入品の為替取扱を殆んど一手に引受けて居った。氏は其の頃我輸入外国綿糸糸の巨額に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
驚き ，国家経済上紡績事業の振興の緊要と認めて，遂に大阪紡績の設立を企てたのであ った」。

大阪紡績会社は，「民間最有力者を株主とし資本金２５万円，錘数１０ ，５００の大規模で営業も技術も

優位を占め，而して最良の成績を挙げた最初の株式会社なのであ った……本邦紡績が明治２０年前

後から本格的に企業計画を試みられたのも ，実は大阪紡績が手本を示して安心を与えたからだ 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
称して真正の模範紡績工場ともいうべきか」。 渋沢は，「人がなければ金が出来ても ，完全な会社

経営が覚束ないと心配して種々適任者を物色した。外国人ならば決して人なきに非ざるべきも ，

外人を聰して失敗又は滑稽を演じた実例があるので，中 。し・人物は矢張日本人に求めねはならぬこ
　　　　　１０）
とと」考えた。外国人の失敗とは外国人技師下の官営鉱山全体の失敗と外国人指揮下の鉄道建設

の浪費を指す。そこで，「思想の至って堅実たる人物で，英語も善く出来」る，当時，ロントン

大学で経済学を研究中の山辺丈夫を選び，彼をして紡績技術の研究に転向せしめるため，１５０ポ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４３５）
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ンド＝１５００円の学習資金を送金した。当時，この額は容易ならぬ大金で渋沢は清水の舞台から飛

降りる思いで送った，と時々語っていた。山辺丈夫は，フラ ソクハーンの工場で職工として８時

問労働に従事し，驚くべき熱心さで棉花その物の性質から製品になるまでの経路，原料の買入れ

及製品販売方法等までの一切を研究した。実習中重傷を負いながら，とくに機械の操縦法を熱心

に研究した。そして，明治１３年７月１３日帰朝した。彼は明治１６年１月から工務支配人に任じられ

３年問杜員となり月給８０円だった 。

　大阪紡績会社の上述以外の特色は ，

　¢ ｒ１ｓｋｙな事業であ ったが，好成績を挙げ，近代紡績業がｐｒｏ丘ｔａｂ１ｅ であることを証明した 。

このことが，その後，わが国の近代綿糸紡績業の勃興へ導いた 。

　　徹夜操業を開始したこと 。徹夜業の開始は，「桑原紡績の模倣であることは疑いを容れな
１１）

い」。 桑原紡績は大阪紡績開業前に徹夜業をや っていたから，大阪紡績はそれを移植したのでは

ないか 。

　　徹夜操業には，工場内の照明問題が重要であるが，大紡がはじめて電燈を使用した。「本

邦紡績今日の発展には幾多の事情あるにせよ深夜業の採用は其の原因の随一に屈指せさるを得な

い。 而して電燈たかりせは如何で大工場の夜業を安泰たらしむるを得べきかを考察するに於て
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）大阪紡績の電燈採用が又如何に我紡績界に好模範を示したるかを推知すべきである」，と絹川太

一［１９３７ｂ１は述べている
。

　（４）すべての点で奇抜な施設を具備し，また上下挙げて濃渕たる緊張力で経営され，製品も優

良で需要に応じることができないほどだった 。

　（５）海外への綿糸輸出の先鞭者であ った 。

　（６）イキリスの紡績業ではミュール機が多く使用されていたのに最新のリング精紡機を導入し

た。

　（７）山辺丈夫を中心に４人（大川英太郎，岡村勝正，佐々木豊吉，門田顕敏）の青年技師侯補者を

起用したように邦人技師によっ て運営された ，

などが挙げられる 。

　大阪紡績会社の職工の労働移動と賃金についてみておこう 。

　明治２０年後の紡績勃興時代に入り ，他の紡績会社が養成の手数を省いて直に利潤を挙げようと

して，大紡で「混綿から糸糸継きまで皆手を取って」養成した男女の職工を「誘拐」する所謂「職

工争奪問題」が発生した。しかしながら，「一旦異心を抱いた職工を取戻しても仕方がないと」

という態度で，大紡は悠然としており却って廠を心服させたといわれる 。

　職工の賃金は米価を基準に決定した。明治１６～２５年間の職工数及び賃金は次の通りである 。

　なお，大紡ではすでにボーナスが支給されている。即ち盆暮れの賞与は日給１２日分であ った 。

なお，当時米１升６銭位だった 。

　「大阪紡績会社が，近代的紡績事業を邦人のみの技術陣で建設発足した当時，外人はこれを無

謀とし，失敗必至とみなしていたほどであり ，その成功をみて驚異視したのであ った。事実，近

代工業が，白人以外の手によっ て建設運営せられるにいた ったのは，わが紡績業の発達をもっ て
　　　　１３）
嗜矢とする」。

　繊維産業は，明治 ・大正 ・昭和前期の近代工業の発展にとっ て中核的意義を握っていた。とく

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４３６）
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表２－５　大阪紡績会社の職工の労働移動と賃金

１８３

人　　数（人） 日　　給（厘）

男工 女工 男工 女工

明治１６年 ６４ ２２４ １８０ １００

１７ ７１ ２５１ １８０ １００

１８ ８８ ３１６ ２００ １１０

１９ ２３６ ８３７ ２２０ １５０

２０ ２４１ ８６２ ２６０ １５０

２１ ２９３ １， ０４０ ２６０ １５０

２２ ５９６ ２， １１３ ２６０ １５０

２３ ７８１ ２， ７６９ ２６０ １５０

２４ ８７３ ３， ０９７ ２６０ １５０

２５ ７４４ ２， ５７３ ３００ １８０

（出所）絹川太一［１９３７ｂｌ　ｐｐ．４２１～２２から作成

にその中で紡績業がそうであ った。民問の力で設立された大阪紡績会社ができるまでは明治政府

は紡績業育成のため保護を加えていたけれど，その後の紡績業は，大量の半熟練の低賃金労働者

の存在を背景に，政府のサポートなしに大阪紡績をモテルに自力で明治大正期のｌｅａｄｍｇ　ｍｄｕｓ －

ｔｒｙとして成長した。わが国では当時，軽工業としての紡績業は重工業の諸産業より比較優位の

産業であ った。この限り経済学の原則にしたがった行動であ った 。

　日本の明治２０年以後の紡績業が成功した基本的要因は，徹夜操業をおこなっ て， 設備を欧米の

２倍以上に稼動させ，資本費の不利をカバーしたことである。日本の当時の近代工業の設備は ，

欧米からの輸送費と高い金利のため欧米企業に比べて資本費は非常に割高であ った 。

　昼夜操業制の下では，設備を英国が１日８～９時問，米国が１０時問利用しているときに，日本

は２２～２４時問これを作動さすのであるから，日本の一錘は英米の２錘以上の働きをし，投下資本
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
の収益力はこの限り欧米の２倍以上になり資本費の不利を克服することができた 。

　これにひきかえ，造船，製鉄，鉄道車靹，海運の基幹産業部門の発展は，比較優位の原則を否

定したもので，政府の産業政策の対象となり積極的な保護奨励政策が採用された 。

　このようにわが国の近代的な産業構造の局度化は，一方では，比較優位を否定する政府の産業

政策の結果であり ，他方で，近代紡績業や電気機械器具工業のように比較優位を生かしながら形

成された 。

　上述のように，造船業は明治 ・大正期を通じて，近代的な重工業部門を代表する産業の一つで

あり ，また，軽工業を代表するのが紡績業であるから，両産業部門を中心に職工の移動を考察す

るのが順当なことであろう 。

　　 １）高橋亀吉［１９６６１ｐ．８９

　　２）問宏［１９６３１ｐ．７３

　　 ３）発展途上国（ｄｅｖｅ１ｏｐｍｇｃｏｕｎｔｎｅｓｏｒ１ｅｓｓ ｄｅｖｅ１ｏｐｅｄ ｃｏｕｎｔｒ１ｅｓ，ＬＤＣと略す。低開発国と訳してよ

　　　い。ただ，低開発国は ｕｎｄｅｒｄｅｖｅ１ｏｐｅｄ　ｃｏｍｔｎｅｓ，ｂａｃｋｗａｒｄ　ｃｏｕｎｔｒｌｅｓ と呼はれている）の社会経済

　　　的特色は，（工）物質的生活水準が低いこと ，　各種の産業における生産性が低いこと ，　人口増加率が

　　　高く ，労働力人口が多くの扶養者をかかえていること ，＠顕在的ないし潜在的失業率が高いこと ，＠

　　　農業その他の第１次産業の生産ないしその生産物の輸出への依存度が高いこと ，＠国際政治の波に翻

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４３７）
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　弄されやすく ，国内政治も不安定な事が多いこと，であるとされている。１人当り総生産にたいし所

　得とその分配は，低開発国の社会経済状態を先進工業国と対比する場合に，最も便利な総合的指標と

　して採用されているにすぎない（市村真一「低開発国問題」『経済学大辞典Ｉ』第２版　東洋経済新

　報社，１９８０）。

４）高橋亀吉［１９７３ｃ１ｐ．５６０

５）池田美智子［１９９２１ｐ．１６８

６）高橋亀吉［１９７３ｃ１ｐ．６０６

７）高橋亀吉［１９７３ｃ１ｐ．６８７

８）絹川太一［１９３７ｂ１ｐ．３７０

９）絹川太一［１９３７ｂｌ　ｐ．３６９

１０）絹川太一［１９３７ｂ１ｐ．３７６

１１）絹川太一［１９３７ｂｌ　ｐ．３９１

１２）絹川太一［１９３７ｂ１Ｐ．３９７

１３）高橋亀吉１１９７３ｃ１ｐ．３７４

１４）高橋亀吉［１９８３１ｐ６９１。 徹夜操業は昭和４年７月国際労働運動の圧力の下に廃止された 。

第３章　明治 ・大正期の賃金体系と労働移動

　分業の発達とともに，労働で生活する人々の圧倒的部分，つまり国民大衆のつく仕事は，少

数の，しばしば一つか二つのごく単純な作業に限定されてしまうことになる。ところで，おお

かたの人間の理解力というものは，かれらが従っている日常の仕事によっ て必然的に形成され

る。 その全生涯を，少数の単純な作業，しかも作業の結果もまた，おそらくいつも同じか，ほ

とんと同じといっ た作業をやることに費やす人は，さまさまの困難を取り除く手だてを見つけ

ようと ，努めて理解力を働かせたり工夫を凝らしたりする機会がない。そもそも ，そういう困

難が決しておこらないからである。こういうわけで，かれは自然にこうした努力をする習慣を

失い，たいていは ，・・…・無知になる…… 結局，私生活のうえでの日常の義務についてさえ，多

くの場合，なにもまともな判断が下せなくなっ てしまう 。自分の国の重大で広範な利害につい

ても ，まっ たく判断が立たない 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ　Ｓｍ１ｔｈ『国富論』第五篇第１章第３節第２項

　新古典派経済学の標準モデルでは，第１章　賃金決定メカニズム　で述べたように均衡賃金率

は， 労働市場における労働供給曲線と労働需要曲線の交点で決定される。しかしながら，ワルラ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
ス均衡に接近しているとされるアングロ ・アメリカン ・システムの下ではともかくとしても ，日

本的労資関係の下での賃金は，はたしてこのような単純モデルで決定されるのであろうか 。

　この第３章では，明治 ・大正期の労働「市場」の賃金体系と労働移動の経験と事実の観察を通

じて次のようなことが分った。即ち，明治期の賃金は，¢能率 ・技能 ・成績，　徳川時代から継

承された武士の俸給秩序と職人の賃金秩序の２つの基準で決定された。これがその後の日本の賃

金体系の原型となっ た。 また，明治 ・大正初期には，職員は生涯奉公であ ったが，¢労働力不足

のため会社間での職工の争奪戦がおこり ，熟練工は短期雇用であ ったこと ，　職工社会では職工

が諸処を渡り歩いて技能の練磨をはかるという慣習のため労働移動率が高かった。昭和初期には

（４３８）
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少なくない会社で基幹従業員に終身雇用が採用されるようになっ た。

　そこで，まず，明治 ・大正期の賃金体系の歴史を，昭和同人会編『わが国賃金構造の史的考

察』（１９６０年）によっ て， 問題の解決に必要を範囲で簡潔に考察しておこう 。

　３－１明治期の賃金体系の特色

　明治前期（明治初年より日清戦争まで）と明治後期（日清戦争～明治末年まで）に分けてその特色を

みておこう 。

　３－１－１　明治前期の賃金

　身分と技偏 ・能力の巧妙な二重体系の中に，明治前期における等級賃金の本質が潜んでいる 。

　明治前期における賃金体系の形態上の特色は，第一に賃金が等級別に定められていること ，第

二に職員層と工員層が身分的に画然と区別されていたことである 。

　表３－１から表３－６は，明治５年から明治２０年の間の明治初期の官吏，財閥系企業の職員，執

練労働者，職人，女子労働者等の等級別の俸給 ・賃金についての統計的数字を示している 。

表３－１　官吏の俸給
¢明治１９年３月１７日勅令第６号「高等官俸給令」

勅　　任　　官

内閣総理大臣１等
９， ６００円

２　等 １　等 等

奏　　　　任　　　　官

３　等 ４　等

上３ ，ＯＯＯ円　　２ ，４００円　　１ ，８００円　　１ ，２００円

５　等

９００円

（年俸）

６　等

６００円

上５ ，ＯＯＯ円　　４ ，ＯＯＯ円

各省大臣 中２ ，８００円　　　２ ，２００円　　　１ ，６００円　　　１ ，１ＯＯ円

　　　下４ ，５００円　　３
，５００円

６，

ＯＯＯ円　　　　　　　　下２ ，６００円　　２ ，ＯＯＯ円　　ユ ，４００円　　１
，ＯＯＯ円

８００円

７００円

５００円

４００円

　明治１９年４月２９日勅令第３６号「判任官官等俸給令」

１　等 ２等 ３等 ４等 ５等 ６等 ７等 ８等 ９等

（月俸）

１Ｏ等

上　　７５円
５０円 ４５円 ４０円 ３５円 ３０円 ２５円 ２０円 １５円 ユ２円

下　　６０円

　明治１９年４月２９日勅令第３８号「技術官官等俸給令」 （月俸）

１等技手　２等技手　３等技手　４等技手　５等技手　６等技手　７等技手　８等技手　９等技手　１０等技手

上

中

下

８０円　　　７０円　　　５５円　　　５０円　　　４５円　　　４０円　　　３５円　　　３０円　　　２５円　　　１８円

７０円　　　６０円　　　５０円　　　４５円　　　４０円　　　３５円　　　３０円　　　２５円　　　２０円　　　１５円

６０円　　　５０円　　　４５円　　　４０円　　　３５円　　　３０円　　　２５円　　　２０円　　　１５円　　　１２円

（出所）０９　昭和同人会編［１９６０１ｐｐ．２０１～２０２

表３－２　某銀行職員の俸給　　　明治１９年７月の月給
¢明治１５年１２月の月給

局　　　　長

局長補　１等～３等
課　　　　長　　　１等～３等

書　　　　記　　　１等～５等

支配役１００円～８０円　　　　　　　　　　副１００円

　　　　　　　１
６０円～５０円　　　　　　　　２

　　　　　　　　　　　３５０円～４０円　　　　　　　　
４

４０円～１０円　　　　　　　　５

支
等
等
等
等
等

配　　役　　　　　７０円～５０円
圭　　記　　　　　４５円～４０円
暑　　記　　　　　 ３８円～３５円

書記　３０円～２５円
書記　　２５円～１８円
書記　　１５円～１０円

出所　０９昭和同人会編［１９６０１ｐ．２０２

（４３９）
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¢明治８年５月１日の月給

立命館経済学（第４４巻 ・第３号）

表３－３ 某財閥会社職員の俸給
（単位円）

上・
級

上級月額

下級月額

等　　外

１

５００

１３

４００

１１

３

３５０

１０

４

３００

２５０

９

５

２２５

２００

８

６

１７５

１５０

７． ５０

７

１２５

１００

７

８

９０

８０

６． ５０

９

７０

６０

６

１０

５５

５０

５． ５０

１１

４５

４０

５

１２

３５

３０

４． ５０

１３

２７ ．５０

２５

４

１４

２０

１７ ．５０

３． ５０

１５

１５

３

　明治１３年６月～１２月の月給

等　級 上　級 下　級 等　級 上　級 下　級

１　　等　　級 １， ０００円
一 １１　等　　級 １７５円 １５０円

２　　　　 〃 ９００円

一
１２　　　　 〃 １２５円 １００円

３　　　　 〃 ８００円

・
１３　　　　〃 ９０円 ８０円

４　　　　 〃 ７００円

・
１４　　　　〃 ７０円 ６０円

５　　　　 〃 ６００円
一

１５　　　　 〃 ５５円 ５０円

６　　　　 〃 ５００円

一
１６　　　　〃 ４５円 ４０円

７　　　　 〃 ４００円
一

１７　　　　 〃 ３５円 ３０円

８　　　　 〃 ３００円

一
１８　　　　〃 ２７円５０銭 ２５円

９　　　　 〃 ２７５円 ２５０円 １９　　　　 〃 ２０円 １７円５０銭

１０　　　　〃 ２２５円 ２００円 ２０　　　　 〃 １５円
‘

（出所）００昭和同人会編［１９６０１ｐｐ．２０２～２０３

○明治２０年１月～１２月 左官職の平均日給

表３－４ 職人の日給

　　　明治２０年１月～１２月 石工職の平均日給

左官 職 左官職手伝い

１等 ６１銭

２〃 ５３銭

３〃 ４６銭 １等 ２６銭

４〃 ４０銭 ２等 ２３銭

５〃 ３６銭 ３等 ２１銭

６〃 ３１銭

７〃 ２７銭

美

美

平

平

平

磨

手

術

術

物

物

物

伝

等

等

等

等

等

工

工

工

工

工

工

工

１円３銭

　８７銭

　９３銭

　８０銭

　６７銭

　４０銭

　３０銭

出所　昭和同人会編［１９６０１ｐ．２０３

　　　　　　　　　　　　　表３－５

０明治６年～１６年横須賀造船所職工の日給

軍工廠の男子熟練労働者の賃金

　　　　　　＠明治６年の横須賀造船所の月給職工の月収

６年

１６年

上等
２等１題目

　　　４６銭

特選工３等

　　　９０銭

中等
平職２等の一

　　　３４銭

等内工３等

　　　５０銭

下等
平職３等の３

　　　２４銭

等内工七等

　　　３０銭

頭　　目

差配方
１等の１

１　 〃　２

２等の１

１２円以上

１１～１０円

９円５０銭

９円

８円５０銭

２等の３

３等の１

　〃２

　〃３

７円５０銭

６円５０銭

６円

５円５０銭

（６）官営工場職工の賃金

○明治５年　富岡製糸女工の賃金月額 　明治１９年　官営佐渡鉱山の職夫賃金の日給

取　　締

取締補

検　　査

１　等
２　等

７円５０銭

５円

４円

３円

２円５０銭

３等

４

５

６

７

等外

２円

１円５０銭

１円２５銭

１円

　７５銭

　５０銭

支

坑

選　鉱
選　鉱

柱

夫

夫

夫

１等４０銭

１等２１銭

１等１８銭

１等１３銭

９等２０銭

８等１０銭

９等　５銭

９等　４銭

（出所）昭和同人会編［１９６０１ｐ．２０４

（４４０）
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表３－６　民間機械制大工業の女子労働者賃金

　　明治１５年５月　三重紡績所女子日給

　　　　　男　　　　女

　　　　１円５０銭　　５０銭

　　　　１円２５銭　　４５銭

　　　　１円　　　　４０銭
　　　　　７５銭　　３５銭
　　　　　６０銭　　３０銭

　　　　　５０銭　　２５銭
　　　　　４５銭　　２３銭

　　　　　４０銭　　２１銭
　　　　　３５銭　　２０銭
　　　　　３２銭　　１９銭

　　　　　３０銭　　１８銭
　　　　　２８銭　　１７銭

　　　　　２６銭　　１６銭
　　　　　２４銭　　１５銭

　　　　　２２銭　　１４銭
　　　　　２０銭　　１３銭

　　　　　１８銭　　１２銭
　　　　　１６銭　　１１銭

　　　　　１４銭　　１０銭

　　　　　１２銭　　９銭
等外１　　　　１０銭　　８銭

　２　　　　　９銭　　　７銭

　３　　　　　８銭　　６銭
　４　　　　　　７銭　　　５銭

１８７

（出所）昭和同人会編［１９６０１ｐ１２０５

　それでは，このような等級別賃金はどのような根拠にもとづいてつくられたのであろうか 。

　文献によっ てそのことを語ってもらおう 。

ａ）男子熟練職工の場合 。

　「日本職エノ漸ク西式工業二通ズル者，近年，逐次二退去シテ各場常二未熟練者ノミヲ使用ス

ルカ為二，工事ヲ沮滞セシメ ，此ノ如クニシテ進行スルトキハ，横須賀製鉄所設立（明治六年）

ノ今日二至ルモ，邦内，何レノ処ヨリ ，西式二通ズル職エヲ徴募シ得ベキヤ，前途大イニ憂ウベ

シ， 故二自今職エノ給料ヲ増加シ，各エヲシテ悦ビテ就業セシメ ，容易二横須賀製鉄所ヨリ退去

毛シニ今今シ五ぺ多 ，尚，別二毒鉦ヲ設ケテ，妓楠上痘土棄勉由ン去÷
±暑姶毛今ルペシ」（ｒ横須

賀造船史』）

ｂ）男子不熟練労働者の場合 。

　「鉱夫雇入ノトキ，技病言夫鹸 ヲ行イ ，義森産二志シテ毒鉦 ヲツケ，毒歳身ｕ資金 ヲ定メ ，年二回

ノ昇給デ等級ヲ昇格サセタ」（「古河鉱業使用人一般状況」大正８年）

Ｃ）女子不熟練労働者の場合 。

　ｒ生糸取千の雇料は，一等七銭，二等六銭，三等五銭であり ，等級は，一日にとる繭の量でき

めている。春繭　四粒挽　一日五升，春夏繭五粒挽　一日七升をひくものを　等とした 。」

　「機織工女ノ勉励賞与ハ左ノ等級二依ツテ区分ス

　　　　　ー等　　一日平均　三　丈　織　四日二一疋ヲ織上ゲル者　二十銭

　　　　　二等　　一日平均　二丈五尺織　五日二一疋ヲ織上ゲル者　十五銭

　　　　　三等　　〃 　二丈織六日　　〃 　　　十銭
　　　　　　　　　　　　　　　　　（農商務省商工局工務課編［１９０３１『織物職工事情』ｐ．２９２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４４１）
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ｄ）伝統的職人の場合 。

　ｒ旧幕時代階級ノーツナル士，農，工，商ノ中ノエニシテ，厳然社会ノー方二樹立シ，其ノ気
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）質， 気風ヲ他ノ士ヤ商人ノ者流ト異 一セリ ，所謂職人気質ナル者是ナリ」

　徳川時代の職人は，「親方ノ許二長年月 ，年期ヲ勤メ ，寒詣リシテ技偏ヲ鍛ヒタル外二， 尚諸
　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
国ヲ巡歴シ所謂ワタリノ苦難ヲ嘗たり 。」徳川時代には，このように，職人は技偏や腕を磨くこ

とを自己の本領とし，それを神聖と見傲していたが，その工一トスを受け継いだ明治初期の職人

にあ って，技偏の格付でもっ て賃金を区別する等級を当然のこととして受けいれたものと考えら

れる。横山源之助『日本の下層社会』において，当時の多くの職人の同業組合の状況を言及する

中で，壁職の賃金が３等級に分かれていることを次のように言及している。「組合を八支部に分

かちその組合員を更に三階級に分かち，即ち，　等棟梁は二千円以上工事を請負うことを得る者 ，

二等は八百円以上，三等は八百円以下の三等分に区分し，毎月五日に幹事会あり ，廿一日に総代

より成る常例会あり ，別に臨時会あり ，当時組合員八百六十九名，常に粗製濫造およぴ得意競争
　　　　　　　　　　　　　　　　４）
を戒め斯業の発達を謀り居れり……」

　職人の場合，訓練，経験習熟，技偏向上にもとづいて賃金が区別されていることが，技偏向上

の刺激となっ ていた 。

　官吏の俸給は，明治１９年の勅令第３６号（表３－１）に見られるように，判任官　等上級俸を３年

以上受けていて，成績抜群顕著の者は，１００円まで増俸することができ ，奏任官では，１等上級

俸の者で成績抜群顕著の者であれは勅任官２等の下級俸を支給するとあるように，昇給は成績を

重視していた 。

　ちなみに，明治１０年の官員録によると ，官等俸給表は表３ －７の通りである 。

　　　　　　　　　　　　　　　表３－７　官等俸給表

等　（親任）　月　８００～５００円　　太政大臣，左右大臣，参議，大将，卿

等　（勅任）　　　　　４００円　　大輔，中将，特命全権公使
等　（〃）　　　　　　３００円　　少輔，少将，大警視，侍従長

等　（奏任）　　　　　２００円　　大書記官，代理公使，大佐，知事

等　（・）　　　　　１５０円　　権大書記官，総領事，中佐，県知事

等　（〃）　　　　　１００円　　少書記官，領事，少佐，府県書記官
等　（〃）　　　　　　８０円　　権少書記官，副領事，大尉，府県少書記官

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（服部之総『明治の政治家』）

　民問銀行の職員の場合も ，才能，勤勉に応じて抜擢していたことは各種資料によっ て示されて

いる 。

　以上，能力，勤務成績に応じて昇級，抜擢する等級俸給制度が職員にも適用されているけれど ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
工員層と比較すれば年功的要素が大きか った 。

　問題は，この等級別賃金の性格を職務能力給と見傲してよいのかどうかということである 。

　短期問にて習熟可能な不熟練労働の場合，たとえは，三重紡績の紡績女工では，最下級の等外

４等の５銭と最高の１等５０銭までの問に２４クラスの等級に小刻みに細分されており ，これは，職
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
務能力給ではなく ，「分割統治の刺激的管理賃金的性格が濃厚である」との評価が妥当であろう 。

何故なら，各職務を僅少差で細分化することはそれほど意味がないからである。普通は５～１５級

程度である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４４２）
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　伝統的職人は西欧的な職種給が妥当していると思われるが，工場の男子熟練職工は基本的には

職務技偏等級賃金である。しかし，最下級の賃金が低水準であることが特色である。不熟練労働

の紡績女工の最下級の日給は５銭であり（表３－ ６），熟練労働者の下位等級は２０～２５銭でやはり

低位な水準である。ちなみに，表３－ ８にみられるように，当時の米１升８銭ぐらいである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　表３－８　日 ・英 ・米の物価推移

アメリカ イギリス
日本の卸売物価指数　　　　　の卸売物の卸売物 日本の米価

価指数　価指数

年次 貨幣制度 日本銀行 日本銀行
連続調 連続調

調査会指数 旧指数 新指数
連続調 整指数 整指数 １石建て 明治元年

（明

蝋） （鷲席） （解幻
（注１） （注２） 年中平均 を１００と 備考（注３）

整指数 １８７３年 １８７３年 価　　格 した指数
＝１００ ＝１ＯＯ

明治　　年
１（１８６６） ５． ９８円 １００ 東京深川正米各等平
２（１８６９） ９． ０２ １５１ 均

３（１８７０） ９． ２０ １５４

４（１８７１） ５． ６３ ９４

５（１８７２） ３． ８８ ６５

６（１８７３） １００ １００ １００ １００ ４． ８０ ８０

７（１８７４） １０８ １０８ ９５ ９２ ７． ２８ １２２

８（１８７５） １１３ １１３ ８９ ８６ ７． ２８ １２２

９（１８７６） １０８ １０８ ８３ ８６ ５． ０１ ８４

１０（１８７７） １１１ １ユ１ ８０ ８５ ５． ５５ ９３

１１（１８７８） １１７ １１７ ６８ ７８ ６． ４８ ユ０８

１２（１８７９） １２８ １２８ ６８ ７５ ８． ０１ １３４

１３（１８８０） １４６ １４６ ７５ ７９ １０ ．８４ １８１

１４（１８８ユ） １６２ １６２ ７７ ７７ １１ ．２０ １８７

１５（１８８２） １５６ １５６ ８１ ７６ ８． ９３ ユ４９

１６（１８８３） １２６ １２６ ７６ ７４ ６． ２６ １０５

１７（１８８４） １１０ １１０ ７０ ６８ ５． １４ ８６

１８（１８８５） １１２ １１２ ６４ ６５ ６． ５３ １０９

１９（１８８６） １０４ １０４ ６２ ６２ ５． ６０ ９４

２０（１８８７） １０８ １０２ １０８ ６４ ６１ ５． ＯＯ ８４

２１（１８８８） １０７ １１３ ６５ ６３ ４． ８６ ８ユ

２２（１８８９） １１２ １１８ ６１ ６５ ６． ＯＯ １ＯＯ

２３（１８９０） １１７ １２４ ６２ ６５ ８． ９５ １５０

２４（１８９１） １０９ １１５ ６１ ６５ ７． ０４ １１８

２５（１８９２） １１５ １２２ ５７ ６１ ７． ２４ １２１

２６（１８９３） １１９ １２６ ５９ ６１ ７． ３８ １２３

２７（１８９４） １２６ １３３ ５３ ５７ ８． ８３ １４６

２８（１８９５） １３５ １４３ ５４ ５６ ８． ８８ １４８

２９（１８９６） １４５ １５３ ５１ ５５ ９． ６５ １６１

３０（１８９７） ユ６１ １７０ ５１ ５６ １１ ．９８ ２００

３１（１８９８） １７０ １８０ ５３ ５８ １４ ．８０ ２４７

３２（１８９９） １７１ １８１ ５７ ６１ １０ ．０３ １６８

３３（１９００） １８３ １９４ ６２ ６８ １１ ．９６（１１ ．７６） ２００

３４（１９０１） １７５ ４６ ．９ １８５ ６１ ６３ １２ ．３０（１２ ．３５） ２０６

３５（１９０２） ４７ ．４ １８７ ６５ ６２ １２ ．６５（１２ ．５８） ２１２

３６（１９０３） ５０ ．４ １９９ ６５ ６２ １４ ．４２（１４ ．３５） ２４ユ

３７（１９０４） ５３ ．Ｏ ２０９ ６６ ６３ １３ ．２０（１３ ．１７） ２２１

３８（１９０５） ５６ ．９ ２２４ ６６ ６５ １２ ．８４（１２ ．８２） ２１５

３９（１９０６） ５８ ．６ ２３１ ６８ ６９ １４ ．６８（１４ ．５８） ２４５

４０（１９０７） ６３ ．２ ２４９ ７２ ７２ １６ ．４２（１６ ．３５） ２７５

４１（１９０８） ６０ ．９ ２４０ ６９ ６６ １５ ．９８（１５ ．９９） ２６７

４２（１９０９） ５８ ．１ ２２９ ７４ ６７ １３ ．１９（１３ ．１７） ２２１

４３（１９１０） ５８ ．８ ２３２ ７７ ７０ １３ ．２７（１３ ．２９） ２２２

４４ｒ１９１１、 ６１０ ２４０ ７１ ７２ １７ １３４（１７ １２９） ２９０４４（１９１１） ６１０　　　２４０ ７！　　　　　　　７２　　１７　３４（１７　２９）　　　　　２９０

（４４３）



１９０ 立命館経済学（第４４巻 ・第３号）

大正　　年
１（１９１２） ６４ ．６ ２５５ ７６ ７７ ２０ ．７２（２０ ．７０） ３４６

２（１９１３） ６４ ．７ ２５５ ７７ ７７ ２１ ．４４（２１ ．５２） ３５９

３（１９１４） ６１ ．８ ２４３ ７５ ７７ １６ ．１５（１６ ．１１） ２７０

４（１９１５） ６２ ．５ ２４６ ７６ ９７ １３ ．０６（１３ ．０５） ２１８

５（１９１６） ７５ ．６ ２９８ ９４ １２３ １３ ．６６（１３ ．６４） ２２８

６（１９１７） ９５ ．１ ３７５ １２９ １６１ １９ ．８０（１９ ．６４） ３３１

７（１９１８） １２４ ．６ ４９１ １４４ １７３ ３２ ．５１（３２ ．４６） ５４４

８（１９１９） １５２ ．６ ６０１ １５２ １８６ ４６ ．７０（４５ ．８６） ７８１

９（１９２０） １６７ ．８ ６６１ １６９ ２２６ ４４ ．２７（４４ ．２２） ７４０

１０（１９２１） １２９ ．６ ５１１ １０７ １４０ ３０ ．７３（３０ ．８１） ５１４

１１（１９２２） １２６ ．７ ４９９ １０６ １１８ ３５ ．１５（３４ ．９３） ５８８

１２（１９２３） １２８ ．９ ５０８ １１０ １１６ ３２ ．３６（３２ ．５８） ５４１

１３（１９２４） １３３ ．６ ５２６ １０８ １２５ ３８ ．４７ ６４３

１４（１９２５） １３０ ．５ ５１４ １１４ １２３ ４１ ．５４ ６９５

（出所）田添大三郎［１９７９１ｐｐ．１４２～１４４

　官吏の俸給は，封建秩禄制度よりその階級的俸給体系を受け継いだといえ，能力抜擢的実力主

義で，職務能力給の形態に近い 。

　明治前期の賃金体系が上述のように職階等級別に立っているのであるが，もう一つの特色は ，

職員層と工員層とが身分的に画然と分れており ，両者の問が非連続であることであ った。したが

って，賃金支払形態も ，上層職員に年俸制，工員層は時問給，日給または請負制で区別されてい

た。

　上層職員は，経営者と運命を共にする使命を有しており ，一般職員も経営侯補者として期待さ

れており ，丸抱えの月給払いで，職員１日の生活すべて２４時間勤務として観念されていた。しか

し， 企業の浮沈に応じて俸給が変動し，「病気不参の時は一ケ月以内全額，一ケ月以上三ケ月迄

半額支給，三ケ月以上は除社を命ずる」というようなものであ った。この当時の職員は，職工に

比較すれば，より生涯雇用的であ ったが，今日の終身雇用者のように「温室の中の生涯安定雇

用」ではなかった。さればこそ，企業は業績があがればその利益分配として「賞与」が与えられ
　　　　７）
たのである 。

　明治前期では，工員層に対して，「賞与」はまっ たく支給されなかった 。

　工員層に対する賃金支払形態は，上述したように，日給，時問給または請負給であり ，日給制

の場合，残業すれば時問外割増しが支払われ，遅刻，早退，欠勤になれば賃金の減額不支給とな

る。 当時，標準労働時問の観念はなかったように思われる。徳川期以来職人は伝統的に「七時出

五時引」の１０時問労働で，横須賀造船所もｒ就業時間は一日西洋示儀１０時間たるべし」としてい

る。

　明治前期の賃金支払形態が何故等級制を採用したのか 。

　第一に，職員について武士の俸給秩序，職工については職人の賃金秩序がそれぞれ等級別に定

められていた伝統がある。第二に，官吏や官営工場の俸給およぴ賃金が等級別体系を採用してい

たこと ，第三に，欧米の熟練職級別の影響があ ったこと ，の要因が挙げられる 。

　ただいえることは，明治前期では，賃金 ・俸給の条件は，生涯奉公の社員も ，短期雇用の職工

も， 単なる年功あるいは年齢によるだけでなく ，「技偏上進，成績抜群」が建前であ った。これ

が日本の賃金体系の原型となる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４４４）



　　　　　　　　　　　　賃金決定理論と明治 ・大正期の労働「市場」（小野）　　　　　　　　　　　１９１

　３－１－２　明治後期の賃金

　明治前期に賃金体系のモデルとしての役割を果したのが横須賀海軍工廠であ った。後期には ，

それに追随したのが，三菱造船，石川島重工などの大企業であ った 。

　明治後期の賃金体系の特色は，第一に，請負給制度の普及，第二に，「技偏の伸びた者」，「成

績抜群のもの」「経営に貢献した者」が少数選はれて昇給する方式である。第三に，勤続奨励的

な賞与，手当が王として不執練男子（たとえは鉱夫）およひ女子（綿紡績工）に多く見られるよう

になっ たこと ，である。諸文献の中からの引用によっ てそのことを以下に明示しておこう 。

　＜請負給制について＞

ａ）不熟練女子労働者の場合

　＜明治３０年代の綿糸糸紡績女工について＞

　「紡績職エノ賃銀ハ，ソノ支払ノ方法ニヨリ ，コレヲニ種二分ツコトヲ得ベシ，一ハ日給ニシ

テ，一ツハ賃業給ナリ　　賃業給ハ各職工生産ノ結果二依ツテ定メラレルル処ノ賃銀ナリ ，各工

場二於テ賃銀支払ノ方法ハ，漸次，日給ヨリ賃業給二移ルノ傾向アリ

　粗紡部及ヒ紐締部ハ，一般二三年賃業給トナシ，精紡部，混紡部，打綿部ハ日給トナスモノ多

キガ如シ」　　　　　　　　　　　　　　（農商務省商工局工務課［１９０３１『職工事情』ｐ ．７２）

　「兵庫鐘淵分工場ニテハ，精紡女エニ受請賃銭ノ制ヲトリ居レルハ驚クベシ」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（横山源之助［１８９８１『日本の下層社会』ｐ．１９５）

　＜明治３０年代　生糸女工について＞

　「生糸工女ノ賃銀支払方法ハ，何レノ地方タルヲ問ハス賃業給ヲ王トシ，只雑役二従事サル者

ノミ日給ヲ受クルヲ常スト」　　　　　（農商務省商工局工務課［１９０３１『生糸糸職工事情』ｐ．１９１）

ｂ）不熟練男子労働者の場合

　＜明治３０年代　セメント職工について＞

　「日給払ノ方法ハ自然職エノ怠慢ヲ招ク弊アルヲ以テ，仕事ノ種類ニヨリ ，生産高給ヲ加味ス

ルモノ多シ」

　「セメントノ製造高ト人工数ノ比例ガ標準工程以内ニアル時，ソノ割合ノ多少ニヨリ ，一榑ニ

ノキー疋率ノ奨励金ヲ支出シ之ヲ職エノ収得金二按分シテ分配スル」

　　　　　　　　　　　　　　　　（農商務省商工局工務課［１９０３１『職工事情』ｐｐ１０５～１０６）

　＜明治３０年代　鉱　夫について＞

　「鉱夫ノ賃銀ハ，ソノ労働ノ時問ニヨリ定マルモノト ，出来高ニヨリ定マルモノトニツニ区別

サレ，前者ハ之ヲ本賃銀（金属）又ハ日給，日役（石炭）ト称シ，後者ハ之ヲ受負ト称ス　　而

シテ受負ニヨルハ，鉱山二於テハ，採鉱夫，選鉱夫，砕鉱夫，車夫，運搬夫，製団夫，製錬夫 ，

支柱夫ニシテ，石炭山二於テハ，採炭夫，仕操夫，運搬夫等ナリトス　　」

　「採鉱ニヨル受負方法ハ，¢問代　　才切、金切　　臥鉱員上　＠鉱石目盛ノ四ツニ大別スル

コトヲ得ベシ……此他，送鉱採鉱二付テハ車数，箱数又ハ貫数ニヨリ…… 賃銀ヲ定ムルモノノ如

ン」

　＜明治３０年代　マッ チエについて＞

　「燐寸工場ノ請負職エハ，軸並，箱詰，商標張及ビ包装ノ四ツニスギガルガ，職エヲ多ク要ス

ルハ多ク軸並，箱詰ニアルヲ以テ，職工総数ノ上ヨリ見レバ，因ヨリ請負ハ常傭日給ノ三分ノニ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４４５）



　１９２　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４４巻 ・第３号）

以上ヲ占ム，大阪製燧会社ノ如キハ当時常傭一五六人アリ ，ウチ男工五五六人，ソノ賃銭十年取

レルハ五，六○銭トウモアレドモ通例三四，五銭，十歳位ノハナハナオ日十銭ヲ得ツツアリ 。女

ノ常傭十四，五銭ヨリー七，八銭ナルハ多シ。請負職エエハ組合規定ナリテ賞与ヲ給スルヲ得ス

トイエドモ（職工誘拐ノ嫌アルヲ以テ），常傭ニハ賞与アリ 。即チ紡績会社等二行ハルルト同ジ

ク， 半期賞与オヨビ皆勤賞与ノニッナリ」　　　　　　　（横山源之助［１８９８１ｐｐ．１６１～１６２）

Ｃ）熟練男子労働者の場合

　＜伝統的職人の場合＞

　「今日ヲ見ルニ，大工，左官，木挽ノ如キ旧来ヨリ存スル職人ノ上ニモ，若クハ，鉄工場ニオ

イテモ日給賃銀ヨリ 垂貞資姦三彦ル伝向アル如シ」「今日 ，出入先ノ関係，主従的習慣ハ漸次消

滅シテ垂負二性質変ジ」「如何二工事二明ラカナルモノモ，資本アラザレバ受負二手ヲ出スコト

難ク…… 」「加工，今ヤ職人労働ノ上ニモ受負行ワレ，棟梁ノ手ヨリー坪幾人ト約束ヲキメテ之

ヲ受取リ労働二従ウコト切リニ行ワル」　　　　　（横山源之助『日本の下層会杜』ｐｐ．８９～９０）

明治３０年代　機械工場　般の鉄工の場合

　「而シテ東只府下ニテ石川島造船所以外，二，三ハ悉ク日給ナリト難モ，他ノエ場ハ特二砲兵

工廠ノ如キハ大抵ソノ賃銀ヲ垂貞ニセリ ，即チ，仕事ノ負担ヲ定メ ，ソノ製作品ノ程度，巧拙ニ

ヨリテ賃銀ヲ給スル者，恰モ職人社会二受負ワルルト等シク ，イズレノ鉄工場ニテモ，大抵賃銀

ヲ受負ニセザルハナシ」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（同上ｐ
．２５３）

　以上のように職員を除き ，肉体労働者はほとんど出来高給を採用していることを伺い知ること

ができる 。

　賃業給と呼はれる出来高給はどのような性格を持っていたのであろうか 。

　＜紡績女工の場合＞

　「野田紡績ノ如キ，出来高多キハ賃銭他二比シテ少シク良好ナルト ，メートル賞与ヲ定メ ，一

日欠勤二五厘ノ罰則ヲ設ケ職エヲシテ競争ノ渦中ニオケルガ故ナルベシ」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（横山源之助［１８９８１ｐ．２００）

　＜鉄工の場合＞

　「或工場ノ如キハ，月々，ソノ製作品ノ定価ヲ異 一シ，前月ハ多額ノ賃銀ヲ得ルコトアルモ ，

次月ノ帳〆二際シテ俄二製作品ノ定価ヲ下ゲ，如今主分仏ノ職エヲシテ急遼ノ変遷二狼狽セシム

フし占←ナ １）」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（同上ｐ．２５４）

　このように，この時期には，標準出来高の未確立，賃率の不安定などがあ ったが，能率給的色

彩を濃くしていた。アメリカでハルセー・ プレミアム ・ボーナス制が発表されたのは１８９０年，イ

ギリスでローワン ・プレミアム ・プランが発表されたのが１８９８年であるが，その後１０年も経たな

いのに，呉海軍工廠，八幡製鉄は，ローワン制を，三菱長崎造船所はハルセー制をすでに採用し

ていた。このことは，我国の大企業が外国の技術や賃金形態に如何に敏感であるかを物語ってい

る。

　出来高給が採用されたのは，一般的に熟練工の不足を背景にして，生産額と各職工の所得の増

進に適合していたからである 。

（４４６）



　　　　　　　　　　　　賃金決定理論と明治 ・大正期の労働ｒ市場」（小野）　　　　　　　　　　　１９３

　上述したように，明治後期の賃率設定の特徴の一つは，昇給の問題である。その実態はとのよ

うであ ったのであろうか 。

ａ）男子熟練労働者の場合

機械工場鉄工　明治３１年

　「昇給ハ大抵何レノエ場ニテモ年二二回アルカ如シ，七月ノ盆ト十二月ノ歳末二於テス，ソノ

程度ハエ場ニヨリ労働ニヨリ相違シ，七銭ナルモアリ ，五銭ナルモアリ ，二，三銭二止マルモア

リテ，一定ナルコトナシト難モ，トニ角モ年月ヲ重スルト共ニソノ賃銭モ多少増加アルガ如シ ，

蓋シ，昇給ハー種ノ奨励法トシテ見ルモエ場組織ノ上二欠クベカラザルモノナレバ，余輩ハ心カ

ラシテ昇給方法ノ設備ヲ可トスル者ナレ共，深ク各工場二入リテソノ実情ヲ探レバ，夫丸鼻給ン

事ホド偏頗，ネムヰン毒合十うルル六≠キ十
１）」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（横山源之助［１８９８１ｐ．２２５）

ｂ）男子不熟練労働者の場合（鉱夫）明治３０年代

阿仁鉱山

　「平素勤勉ニシテ欠勤少ク品行方正ニシテ模範トナルベキモノ ，及ヒ，事業上有益ニシテ抜群

ノ功労アリタルモノハ，臨時又ハ定期賞与ヲ給与シ，或ハ鼻給セシム」

加納鉱山

　「事業上有益ナル器具機械ヲ新規二，又ハソノ改良ヲ案出シ，又ハ，有益ナル業務上ノ注意ヲ

申告シ，或ハ，火災ソノ他ノ危険ヲ発見防止シ，構内ノ盗賊ヲ取リ押へ，又ハ盗難品ヲ還収シ ，

或ハ他人二危険ノ来ルベキヲ注意シ，之ヲ免レシメ ，或ハ他ノ模範トナルベキ勤勉忠実ノモノニ

ハ五○銭以上一○○円以下ノ賞金ヲ与へ，或ハ給金ヲ
鼻糸各セシム」

ｃ）女子不熟練労働者の場合（紡績女工）明治３０年代

　「日給ノ場合二於テハ，職エノ技偏二関シテ，各工場ハ大約十等ノ等級二分チ，職エノ技偏二

従ツテ，昇等セシムルナリ ，又，懲罰処分トシテ降等ヲ命スルコトアリ」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（農商務省商工局工務課［１９０３１ｐ ．７２）

　「全然素人デアリ……技術ノ習熟二伴イ追々昇給スル方針デアツタ」　　（岡村「紡績回顧談」）

ｄ）大阪砲兵工廠（明治３８年）

　「昇給ハー月 ，七月ノニ回トイフ規定ナレト ，普通ハ年一回ノ昇給スラ難シク ，中ニハニ年三

年モ遺棄セラレル者モアル。昇給ヲ望ム者ハ平素上級者ノ門二出入リセネバナラズ，会シキ去六

昇給ヲ買ウノ資本ガナイカラー切駄目デアル」

ｅ）東只砲兵工廠（明治４１年）

　ｒ東只小石川ノ砲兵工廠ハ官立工場中ノ大工場テアル。某労働者ハ王子ノ分工場ヲ合シテー万

二， 三千人，此工場デハ奇妙二英国自由経済学派ノ主張セル会壷基金読が実行サレテアル故二
，

労働者二対シテ毎年二回ノ賃銀値上ケ即チ昇給カ行ナハルルカ ，是ハ某実一種ノ手品二過キナイ 。

労働者全体ヨリ計算スル時ハ，如何二物価が騰貴シテ生活が困難ニナルモ，工廠が労働者二支払

ウ賃金ノ高ハ些ノ増加モナイ 。只此者ヨリ取リ彼二与エルノテ，工廠ノ懐ハ何モ違ハス，工廠カ

行ウ手品ノ種ハ万古不易ナリ 。

抑モエ廠ノ賃銀ハ，一人一日一○時問ノ労働テ，二八銭乃至二円四○銭ナルモ，今迄二円四○銭

二迄昇給スルモノハー人モナイ ，現二二円一○銭取リノ職エハー万三千人中イ量三出，圭人 ノミ 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４４７）



　１９４　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４４巻 ・第３号）

賃銀増給ハ年々二回之ヲ行ウモ，各職エハ助役及小頭二甘ク仕エテ，盆暮ノ祝儀ハ固ヨリ常々御

機嫌ヲ伺イテ恵夫〉如ク去ツ年中欠勤セズ，過失ナクシテ年三工産〉鼻給六由蛙十
１）

，三季四季

二一度が山々デアル」

ｆ）某製鉄

明治３５年４月

　ｒ日給一円迄五銭以内，日給一円以上一○銭以内，現行規則ニオイテハ十二銭～一円五○銭ヲ

ニ五等級二区分セルニッキ，増給ノ場合ハー律二　等級スッ増級スルコトトナリ ，各人ノ成績考

慮セラレズ，嘉禽上，公ヰ今央三ル皮レアルニッキ之ヲ改ム」

明治３７年１１月２２日

　「増給内規（増給期，三，六，九，一二各月）月末該当人員ノ三分ノー

日給五○銭未満　　経過月数ナシ　　　日給五○銭～七○銭　経過月数　六カ月以上

日給七○銭～一○○銭　経過月数　九カ月以上　　一○○銭～一五○銭　経過月数　一ニカ月以

上」

明治３８年３月

　「増給内規改正　増給人員ヲ三分ノニトスル（賃銀騰貴ノタメト　薄給者退職防止ノタメ」（同

前）

　明治後期のこのような昇給制度の原型は，次の明治前期の横須賀造船所の「職工定人足日給増

加条例」制定（明治１２年４月）に見られる 。

　ｒ従来本所職工日給増減ハーカ年一回ニシテ，定雇職エハ現員ノ三分ノー 日雇職エハ其四分

ノー 一ハ銭以下ノ職エハ其二分の一ノ定員ヲ以テ日給増減シ来リシカ々斯レハ月数長ク且何分

ノート定限アルヲ以テ通例定雇ハ三箇年，日雇ハ四箇年目ニアラザレバ増給セザルガ如キオソレ

アルヲ以テ」次の条例を制定１ ．ｒ定雇職工総員六分ノーヅツ勉業ノ者ヲシテー箇年両度（六月 ，

一二月）増給セシムルモノトス。２ ．日雇職工総数八分ノー増給セシムルモノトス 。３ ．修業職

工格別勉励ノ者総員四分ノー増給セシムルモノトス 。４ ．定日雇職工日給一七銭以下ノ者総員四

分ノー増給セシムルモノトス。５　定人足総員六分ノーヅツソノ勉励ナルモノー箇年 一一度（一

二月）増給セシムルモノトス 。６ ．不勉業ニシテ臨時減給申付ルモノアルトキハ余ノ勉励ナル者

ヲシテ臨時増給セシムルコトアルベキモノトス」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（横須賀海軍工廠編［１９１５１ｐ１３０）

　なお職員については次のとおりである 。

　ｒ主船寮ハ大蔵省所轄寮司及府県判任官以下ノ改定月給表二倣ヒテ同寮大属以下ヲ毎等二級若

クハニ級二分チテ月給額ヲ区別シ且等外吏中二　等ヲ加へ此細別セル給額ノ範囲内二於テ判任官

以下ヲ定期昇級セシメ以テ之ヲ奨励センコト…… 」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（横須賀海軍工廠編［１９１５１ｐ．２４７）

　日本的昇給は，初任給の低位性を起動力として，年齢対応生活費の上昇に応じて，賃金を上昇

させることによっ て雇用の安定と仕事への勉励を刺激してゆく効用を持つ制度であると見傲され
　　　　　§）
うるけれど，この時期の賃金体系は，やはり初任給は低い水準にあ った。明治２０年の紡績の男子
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
の初給は１２銭，女工は６～７銭であり ，当時米１升小売６銭６厘であ った。１人１日４合食する

とすれば，妻 ・子供３人で５人家族であれば，１２銭は米を買うのにかつかつであ った 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４４８）



　　　　　　　　　　　　賃金決定理論と明治 ・大正期の労働「市場」（小野）　　　　　　　　　　　 １９５

　「芝浦製作所に至りては特に見習年限を六カ年と定め，最初は日に六銭の手当を与え，やがて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）六年目に至れば二十銭ないし二十四，五銭の手当を給し，大いに職工の養育を力むるが如し」。

これは，機械工場の労働者（鉄工）の場合である。砲兵工廠では，「日給賃銭にせよ，請負賃銀

にせよ，これを十時間労働の上に得る賃銀は，最初工場に入る際は二十銭ないし二十五銭にして
，

通例三十銭ないし三十五銭なるは最も多く ，その技術を要する鍛工等の如きも五十銭なるは普通

にして，しかして規定の労働時問（規定の労働時問は１０時問もしくはユ１時問）を超え，九時頃まで夜

業して平均四十銭ないし五十銭，熟練を要する労働は即ち七十銭を得るのみ。これ今日東京もし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）くは大阪地方における鉄工の多数が得るところの賃銭程度とす」。 鉄工の賃金は普通３０銭と３５銭

の間にあり ，１ヵ月５～６回夜業して１２時まで働けば，実際１日の得るところは５０～６０銭ぐらい
　　　１２）
になっ た。 しかるに，明治３１年１月の東只白米小売相場は１升１８銭２厘であるから，見習の年少

職工の初任給は３合であり ，２人前の職工の賃金は約１升３合にしかならなかった。明治３７年１２

月の□血救規則」によれば，当時の生活保護の最低給付が独身男子一日５合相当であ った。明治

３３年の造船所男子の平均日収は，農商務省の工場統計表によれは６１銭４厘であり ，当時最下層の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）人力車夫の１日平均収入は５０銭，日雇の道路人足は３６銭であ った 。

勤続奨励的賞与 ・手当について

　明治後期の賃金体系の第三の特色は，勤続奨励的な賞与，手当が不熟練の男子（鉱夫）と女子

（綿紡）の労働者に多くみられた 。

　ａ）綿紡女子の勤続奨励策

　勤続賞与とは，「契約ノ年限ヲ過クルモ尚ホ勤務する者二与フル賞与ニシテ其年数二由テ等差

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）ヲ設ケ或ハ五ケ年七ケ年十ケ年ノ階級ヲ立テルタルに処多シ」（農商務省商工局工務課［１９０３１「綿

糸糸紡績職工事情」（明治３４年調査）ｐ．８４）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）　東京瓦斯紡績株式会杜職工規則の１条は，次のようになっ ている 。

　第３章賞与の第２６条，３ケ年以上勤続する者に左の勤続賞与を給す 。

　　勤続年数　　　　　　金　　額

　　　３ケ年　　　　　５円以上１５円以下

　　　５ケ年　　　　　８円以上２５円以下

　　　７ケ年　　　　１２円以上３５円以下

　　１０ケ年　　　　２０円以上５０円以下

　この例は，勤続奨励の一例である 。

　富士紡績株式会社職工規則の第２８条　定期エニシテ契約年限勤続シタルモノ及其以上引続キ勤

続シタルモノニハ退社ノ際ノ割合ヲ以テ勤続賞与金ヲ給ス　但シ不都合ノ廉アリテ退社ヲ命スル
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）カ又ハ業務ノ差支ヲモ顧ミス退社ヲ乞フモノハ此賞与ヲ給スルノ限リニアラズ

。

　　満三ケ年以上勤続　　　７円ないし２０円

　　満四ケ年以上勤続　　　１０円ないし２５円

　　　五ケ年　　　　　　　１４円ないし３５円

　　同六ケ年以上勤続　　　１９円ないし４５円

　　同七ケ年以上勤続　　　２５円ないし５５円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４４９）



　１９６　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４４巻 ・第３号）

　　同八ケ年以上勤続　　　３２円ないし７０円

　　同九ケ年以上勤続　　　４０円ないし８０円

　　同十ケ年以上勤続　　　５０円ないし１００円

　満期賞トハ契約一年限ヲ終了シタル者二与フル賞与ヲ云フ。其額ハ各工場共に十円以下ナルヲ
　　　１７）
通例トス 。

　信認積立金ハ各工場種々の名称ヲ付セリ或ハ保信金ト云ヒ或ハ信認金或ハ義務貯金ト云フモ要

スルニ貯金ト保証金ト ，二性質ヲ有セルモノニシテエ業主ハ之ヲ以テ職エノ貯金ト目シ職エハ之

ヲ以テ足溜金ト称セリ此種ノ金額ハエ業主カ賃銀支払ノ期日二於テ職エノ賃銭中ヨリー定ノ率二

依リ（収入の百分ノ三乃至六或ハーケ月二付キー日分乃至二日分ヲ通例トス）之ヲ控除シエ業主之ヲ保

管スルモノトス其保管中ハ普通　定ノ金利ヲ附スルヲ常トス而シテ特定ノ事情ナルトキハ何時ニ

テモ之ヲ交付スルモノトシ殊一契約満期ノ時ハ元利合算ノ上之ヲ返還スルハ言ヲ侯タス

　表３－９紡績会社職工信認金，表３－１０日本紡績株式会社は，信認金の計数例である 。

　ｂ）鉄工の退職手当

　一定の勤続年期後老廃業二堪ヘサルカ其他自己ノ都合ヲ以テ退場シ或ハエ場ノ都合二依リ解傭

シタル場合二与フル救済二就イテハ之カ施設ヲナセル所ノエ場甚タ少ナシ三菱造船所及ヒ大宮工

　　　　　　　　　　　　　　表３－９　紡績会社職工信認金（保信金）調

職　　工　　数 ３４年６月信認金現在額及人員 ３３年中信認金払戻額及人員

会社
男 女 計 現在額及人員

男女別 払戻額及人員
男女別

男 女 男 女

円 円 円 円 円 円

人 人 人 金額 ２， ６６０ ７１３ １， １３１ ４８４ １， ５２９ ２２９ 金額 ２， ５７３ ７６７ １， ２５４ ２２３ １， ３１９ ５４４

甲 人員
人 人 人

人員
人 人 人

５１７ １， ３７２ １， ８８９
２， １５５ ６１０ １， ５４５ ９８９ ２９７ ６９２

金額 １， ５５０ ６００

． ■
金額 ５４０ ６００ ２９０ ３００ ２５０ ３００

乙 ２６２ ９８８ １， ２５０ 人員 １， １００ ３００ ８００ 人員 ４２２ ２１１ ２１１

金額 １， ３８０ ０００

■ ・ 金額 １， ６４２ ４９０ ４６０ ８８０ １， １８１ ６１０

丙 １８０ ６２０ ８００ 人員 ８００

・ ■
人員 ５３４ １２８ ４０６

金額 ８， ４９５ ８４３

ｉ ．
金額 ７， ４２６ １７１

一 ■

丁 ７１８ １， ７４１ ２， ４５９ 人員 ３， ９３９ １， ０６９ ２， ８８０ 人員 ５， ３８０ １， ５９５ ３， ７８５

金額 ｉ ■ ．
金額 １， ３７６ ９９０ ６１１ ８００ ７６０ １９０

戊 ２６０ ７２０ ９８０ 人員 一 ‘ ．
人員 １， ５８６ ６３０ ９５６

金額 １０ ，０００ ０００

■ 一
金額 ７， ９６２ ３２８

一 ．

己 ７９９ ２， ３０４ ３， １０３ 人員 ３， ７００

一 ．
人員 ３， ０８４ １， ４８５ １， ５９９

金額 １１ ，６１３ ７９８

■ ’
金額 ８， ８５８ ８０２

■ 一

庚 ６５３ ２， ００４ ２， ６５７ 人員 ． ‘ 一
人員 １， ３９３ ３０１ １， ０９２

金額 １， ７７５ ７８０

． ‘
金額 ４２ ８７３

■ ■

辛 １６０ ６９２ ８５２ 人員 ８５２

一 一
人員 ４９ １９ ３０

金額 ３， ２５９ ３２５

一 ■
金額 １， ６３７ ５２５ ３７６ ８１５ １， ２６０ ７１０

壬 ２２５ ９７５ １， ２００ 人員 ． ． ・
人員 ３７１ ８９ ２８２

金額 ６， ０９４ ５３０ ２， ４３７ ８１０ ３， ６５６ ７２０ 金額 ３， ３６８ ３６０ １， ３４３ ３４０ ２， ０２５ ０２０

癸 ６１０ ３， ００９ ３， ６１９ 人員 ３， ４０８ ６４７ ２， ７６１ 人員 １， １２９ ４５２ ６７８

金額 ４， ５００ ０００

一 一
金額 ７７０ ４７０ ２５６ １４０ ５１４ ３３０

子 ３００ １， ２００ １， ５００ 人員 １， ８５０

一 一
人員 ４２２ １２２ ３００

金額 ７３３ ３３０

． 一
金額 ７０ ７６０ ５５ ４９０ １５ ２７０

丑 ９０ ８１０ ９００ 人員 １， ０８０

． ・
人員 ４８ ３８ １０

金額 ９， ２１０ ８１８

． ．
金額 ２， ２３６ １２２

■ ■

寅 ７００ １， ９１１ ２， ６１１ 人員 ２， ８３１ １， ３４４ １， ４８７ 人員 ８５２ ４１９ ４３３

（出所）農商務省商工局工務課［１９０３１ｐｐ．７７－７９

（４５０）
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表３－１０　日本紡績株式会社３３年各半期信認積立金返還高及人員調　　（明治３４年７月調査）

職　　　　　工　　　　数
期　　別

上　　半　　期
下　　　半　　期

信認積立返還高

　円
　９５９　　０８４

６． ４６７　　　　０８７

（出所）農商務省商工局工務課［１９０３１ｐ．７９

男　工

　１１２

１， ４８３

女　工

　２４８

３， ５３７

計

３６０

５， ０２０

（信認金現在高８４９５円８０銭３厘）（男１０６９人，女２８８０人）

　　（同　積立率ハーケ月日給分月七歩ノ利子ヲ附ス）

場盛岡工場等二於テハ退隠手当，解傭当或ハ満期賜金等ノ名称ヲ以テ勤続年限ノ長短二応シー定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
ノ率二依リ若干ノ金額ヲ支給スルノ制ヲタテタリ」

　この期には，まだ職工については，生涯雇用的賃金政策の証拠は見出せない。勤続奨励賃金政

策は，熟練工の場合，その形態は主に表彰，役付制度，自家職工養成学校設立など非金銭的な形
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）
でおこなわれ，それは足留策の手段として使われた。だが，不熟練工の勤続奨励賃金は手当，賞

与の形で一時払いの形で，一般に普及していた 。

　３－２　大正期の賃金体系の特色

　大正期の賃金体系の特色として，次の３点があげられる 。

　第一は，明治期に比べ賃金体系が複雑化してきたことである。第一次欧州大戦によるインフレ

ーシ ョンに対する各種の生活給的手当の支給，はじめは手当の形で支給し，後になっ てこれを本

給に繰り入れること ，勤続を奨励する手当を毎月支給する，出勤手当，家族共励手当など雇用政

策的な手当の導入，役付工への役付手当などの労務管理的賃金が賃金体系に編入された 。

表３－１１大正期の某銀行職員の初任給

月　給

年　次

学校の種類

大正５年１２月

大正１５年９月

官立大学

２５～３０

７２

私立大学
外語学校
官立高商

２３～２５

５１～６０

単位 ：円

商業学校

１５～１９

３５～４４

（出所）昭和同人会編１１９６０１ｐ．２６８から作成 。

　第１次欧州大戦によりインフレーシ ョンにより ，企業は一斉に昇給をおこなっ た。 表３ －１１は

その１例証である 。

　第二に，上述したように，インフレーシ ョンによる生活難に対処するため生活給手当または実

物給与が支給されるようになっ た。 とくに，生活賃金思想がでてきたことは注目に値する。従来

の給与の標準は主に労働の需給関係とくに能率本位にある年齢以上は年功により昇給せしめると

きめられ，生活費の多くは省みられず，生活に如何ようにもなし得るものと考えられていた。こ

れに対して生活賃金の必要性を思想の悪化を防ぐ視点から，純粋に年齢，勤続昇給の方向を考え ，

能率局くとも若年労働力の高賃金を得るは好ましからずとの考え方，即ち年功序列昇給カーフヘ

の傾斜がみられるようになっ た（昭和同人会編［１９６０１ｐｐ．２６３～２６４）。

　第三に，一般に勤続奨励的賃金政策が，勤続手当，退職金，昇給，賞与，請負給の配分，福利

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４５１）
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施設等の方式が普及してきた。三菱重工，鐘紡，倉紡にみられるように業績の如何にかかわらず ，

福利施設を安定さす路線がでてきた 。

　また，第１次大戦から大正期にかけて，それほど多くない会社で停年制が普及してきたといえ

る。 大正１４年，工員の停年をきめているところは７５社中１８社であ った。定着政策がとられてきた

としても，職工については少なくとも ，停年までの終身雇用はまだ常態とはなっ ていない（昭和

同人会編［１９６０１ｐ．２７５）。

　３－３　明治 ・大正期の国際競争力か必要とした労働の質

　明治日本の前半期の国際競争力についていえは，近代鉱工業製品の競争力が弱かったことはい

うまでもないが，在来産業の国際競争力も弱かった 。

　近代経済での国際競争力は，（１）科学技術，労働者の技能，（２）鉱工業製品のコスト ，（３）経営者の

能力，（４）政府の産業政策，（５）国民の工一トス，に大きく依存している。また，（２）のコストは，¢

資本蓄積の大小と金利の高低，　近代的設備の優劣と建設費の高低，　職工の技能と熟練能力に

依存している 。

　明治日本の初期の資本蓄積と資本設備は，欧米の先進工業国に比較していちじるしく貧弱であ

った。このことは，その利子負担が欧米に比して少なからず大きかったことを意味する。また ，

資本設備の海外からの輸送費，外国人技術者の出張費，自己生産できない機械製品の故障にそな

えての備蓄など，資本設備の建造費に非常に高いコストをかけなけれはならなか った 。

　したがって，明治の前半期は ，（３），（４），（５）の要因はともかく ，（２）のコスト面では，国際競争力

に耐えられなかったといえる。それ故，労働力の面で，競争力をつける以外に方法はなかった 。

鉱工業の近代化に必要な労働の要件は，¢低賃金労働，　長時問労働に耐えること，　一定時問

持続する勤勉な労働力，＠近代工業に適応した技能をもっ た労働力，　豊富な労働供給源がある

こと ，であ った 。

　とにもかくにも ，明治期の日本では，近代的な技能を持った熟練工がきわめて不足していたの

で， 近代鉱工業に習熟した大量職工を養成する必要があ った 。

　明治２０年頃までは，小規模な工場が少数で地方に分散していたこと ，士族授産を目的としてい

たことで，労働移動は　般に少なく ，労働募集はその募集圏も主として工場周辺のせまい地域に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）
かぎられ，２０年３０年代ほど深刻な問題とはな っていなかった 。

　日清戦争までは，熟練工の大きな供給不足は生じなかった。何故なら，当時の近代的重化学工

業の陸海軍工廠または官営事業は，その工場数も少なく ，規模も比較的小さく ，熟練工は大体各

工場自前の養成で間にあ ったからである 。

　しかしながら，日清戦争後，民間の重工業が勃興してきたし，既設の官営事業もまた急激に設

備の拡張がおこなわれ，官民の企業問で熟練工の争奪，熟練工の企業問移動がひんぱんとなり ，

熟練工の大量養成の問題が，官民の緊急問題となっ た。

　近代的な重化学工業には，紡績，製糸，織物業と異なり ，大量の優秀な熟練工を確保しうるか

否かが企業にとっ て決定的に重要な要因になる。ところが，このような熟練工は，在来の職工的

熟練のままでは問にあわないので，新しい熟練を必要とした 。

　０　徳川時代からの伝統的な徒弟制度の下で養成された優秀な職人達に，外国人技師の指導の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４５２）
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下に実地訓練をさせ，近代的技能をマスターさせる。幕末に開設された横須賀製鉄所，長崎製鉄

所そして明治後の赤羽製作所，兵庫製作所，品川硝子工場，大阪造幣寮などで伝統的職人の実地

訓練がおこなわれた 。

　　　活字 ・硝子，測量器，時計，電信機，陶器，巻煙草などの部門で，優秀な職人を選んで海

外で実地研修させた 。

　しかしながら，以上のようなやり方では，日清戦後以後の大工場に必要な近代的熟練工を養成

することができないので，大工場は見習工制を導入した。それ故，しばらくの間，熟練工の養成

は， 在来の徒弟的職人からの職工養成法と見習工制が併用され，やがて見習工制に統一された 。

　熟練工養成の「母工場」といわれた近代工場で実地に訓練養成された熟練工達ははじめ少数で

あっ たけれど，彼等が各工場に分散し，彼等の指導の下にまた新しい熟練工が養成されるという

ように多くの近代熟練工が養成されるようになっ た。 当時「母工場」として，造船業では，横須

賀海軍工廠，長崎二菱造船所，大阪鉄工所，石川島造船所の４工場，東兄砲兵工廠，官営品川硝

子製造所も熟練工の「母工場」であ った。民間鉄工業の熟練工中には，海軍工廠や砲兵工廠出身

者が少なからずいた 。

　各企業で熟練工の確保が一巡すると ，熟練工の移動も少なくなっ た。

　しかしながら，軌練工の高い移動率がそのまま疋着して，日本の雇用制度は欧米型になるよう

にみえたけれど，日本独自の終身雇用制度が急速に確立するようになっ た。 それは何故か。高橋

亀吉［１９７３１は，それは，「明治期における日本経済独自の土壌のうえに，日本人の英知が生成

発達させたものであるが，それが現在（１９６０～７０年代）のような姿にまで完成整備せられるため

には，第一次世界大戦後の労働運動の大波という ，洗礼的契機を必要とした」（Ｐ２１５）と ，いう 。

　３－４　紡績業における労働移動

　労働者は技能を基準に熟練工，半熟練工（経験工），不熟練工に分類されている。熟練工になる

ためには相当な年月の訓練を必要とし，明治 ・大正期では，熟練工は男子工にかぎられ，造船 ，

金属，機械，車靹なと重工業部門の工場労働者であ った。軽工業でも熟練を要する労働者は男工

が採用されていた。熟練工の雇用関係は，原則として永続勤務の常雇が原則であ った。半熟練工

は，一定の訓練を必要とするが，比較的短期問の訓練で熟練する労働者で，勤続年数も６ヵ月か

ら２～３年を原則とする。繊維産業のどの部門でも女工が採用され，この女工は半熟練労働者で

あっ た。 不熟練工は，訓練を必要とせず，筋肉労働者がそうで，坑夫，建築人夫，土木人夫など

である。鉱山労働者は男子工で供給不足で常雇であ ったが，建築，土木の人夫は日雇労働者であ

った。鉱山労働者が供給不足だったのは，鉱山労働が徳川時代に佐渡金山のように囚人労働者日

陰者などに依存していたという暗いイメージが受け継がれたからである。しかし，電力の普及に

よっ て鉱夫の労働状態も改善され，待遇もよくなり ，正規の専業鉱夫も増えた。にもかかわらず ，

鉱夫の引き抜き逃亡を防止するための納屋制度は所謂鉱山労働問題の根源であ った。また，マッ

チなどの雑貨工業には多くの女子の不熟練工が低賃金で雇用されていた 。

　明治期，工業労働者の６割が女工で４割が男工であ った。男工が４割だったのは，男子熟練工

を必要とする重工業部門の比重が軽工業部門よりまだ小さかったからである。しかし，全体とし

て男子工業労働者は供給過剰であ った 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４５３）
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　紡績業や鉱山の雇用問題は，技能でなく工場や鉱山に必要な労働力を確保し如何に定着させる

のかということであ った。重工業部門では，労働者は縁故募集で十分問にあい，技能形成が問題

であ った 。

　紡績，製糸，織物の産業の職工は原則として女子であ った。それは，○女子が伝統的に器用で ，

短期問で作業に習熟する能力を持っている，　結婚前の女子を２～３年間採用する方が低賃金で

すむ，　　のような雇用関係の方が必要な労働力を容易に確保できたことによる 。

　紡績業において，女工の争奪，誘惑，逃走という形態の労働の移動現象は，明治２０年以前はそ

れ以後にみられるような激しい問題になっ ていなかった。なぜなら日本の紡績業は明治２０年頃を

転機に急激に勃興し，紡績女工が不足しだしたからである 。２０年以前は，工場の規模も小さく ，

工場は各地に分散しており ，職工は大体工場附近からきており ，また，「紡績設立の重大使命は
　　　　　　　２２）
実に授産にあ った」といわれるように士族授産を目的としていたからである 。

　この時期の「工場主と職工との間柄は恰も君臣の如く情誼極めて厚く ，総ての点において職工
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３）
状態は非常に宜しかった。工場争議の起る時代とは正反対であ った」。 紡績工場の中に封建的主

従の轟絆的感情が継承された。また，明治１５年開業の三重紡績所の士族出身の女工について絹川

太一［１９３７１は次のような興味ある指摘をしている。「寄宿の女工は大概津藩の士族の娘であ っ

た。 賃金は日給制度なれども六ケ月計算であ った。併し此六ケ月計算は最初二年位の間で，其後

は毎月払になっ た。 日給は初給食費附で三四銭，明治一一年頃に九銭とし男女とも同額であ った

が，一般に随分高いといはれた。士族の娘だけに権利義務の問題のみに関心し，給料の高下を

云々する人はなかった。仕事に対し他の干渉を受くが如き ，絶対に彼等の嫌忌する所であ った 。
　　　　　　　　　　　　　　２４）
男工十五人女工百人はかり居った」紡績業の新設，拡張は，明治２０年代に入りいっ そう進み，そ

れ以後，明治期 ・大正期を通して紡績業における労働力は絶対に不足しており ，異常に高い労働

移動率と女工の募集難が発生し，企業間に職工の引抜きを激しくした。とりわけ，真の職工争奪
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５）
戦は明治２７年から以後であるといわれている 。

表３－１２　某紡績会杜兵庫支店の労働移動（人）

女 計

明治３２年末現在　　１ ．１１２　　４ ．５２４　　５ ，６３６

同３３年入杜

同３３年中退社

同３３年末現在員

１． ３２３　　　　　４ ．７６２　　　　　６ ，０８５

１． ８７７　　５ ．８２４　　７ ，７０ユＡ

５５８　　　３ ．４６２　　　４ ，０２０Ｂ

（出所）農商務省商工局工務課［１９０３１ｐ．６９

　　　　　Ａ
　退職率 ＝一×１００＝１９１．６％で非常に高い。その移動理由は表３ －１３が示すように，通勤工の
　　　　　Ｂ
　　　　　　　　　　　　１４７５　　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　２０４６
男工の場合，逃亡のためが　　　 ×１００＝７８５％で，女工は　　　 ｘ１００＝６０７％，寄宿の女工
　　　　　　　　　　　　　１８７７　　　　　　　　　’　　　　　　　　　　　　３３６９

　　２８００　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６３２１
は，　　　 ＝８１％，通勤と寄宿を含めて男工女工あわせて　　　 ｘ１ＯＯ＝８２％である 。
　　３４５６　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７７０１

　このような労働移動率が高いことは，職工の勤続年数に表現される 。表３－１４では，勤続１年

未満は４６３２％で全職工の約半数に近く ，２年未満の２３４１％を加えると，勤続年数が２年以内の

職工は男工女工を含めて６９ ．７３％で全体の約７０％になる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４５４）



　　賃金決定理論と明治 ・大正期の労働「市場」（小野）

表３－１３　某紡績会社兵庫支店職工出入細別（明治３３年度）

寄　　宿　　工 通　　勤　　工

男 女 男 女 計

解　　雇 ■
４００ ３９７ ２９２ １， ０８９

逃亡除名 ■
２， ８００ １， ４７５ ２， ０４６ ６， ３２１

病気帰休 一
２２５ ５ ３０ ２６０

死　　亡 ’
３１

一 ■
３１

計 一
３， ４５６ １， ８７７ ３， ３６９

男女計 ３， ４５６ ４， ２４５
７， ７０１

２０１

（備考）通勤男女ノ死亡数ハ不明
（出所）農商務省商工局工務課［１９０３１ｐ．６９

　　　　　　　　　　　　　　　表３－１４

六十九場職工勤務年数別表（明治３０年１０月現在）

紡績聯合会勤続年限調査表

年　数　別

男女別合計

男女合計
百分比例

男女別

男

女

１ケ年

以　内

６． ４８６

２６ ．４７０

３２ ．９５６

４６ ．３２

２ケ年
以内

３． ７５５

１２ ．８７２

１６ ．６２７

２３ ．４１

３ケ年
以　内

２． ０２４

７． ４６２

９． ４８６

１３ ．３７

４ケ年
以　内

１． １６５

４． ２９７

５． ４６２

７． ６５

５ケ年
以　内

　８２９

２． ４８９

２． ３１８

４． ６５

７ケ年
以　内

　５７９

１． ８２６

２． ４０５

３． ３５

十ケ年
以　内

３７４

５１２

８８６

ユ． ２３

十ケ年
以　上

８７

７６

１６３

０． ２

合計
１５ ．２９９

５６ ，Ｏ０２

７１ ，３０ユ

　１００

（備考）職エハ実際巳二退職ノ決心ヲ以テ帰国ソ又ハ他二転シタルモノト難モエ場二於テ表面契約解除ノ手続ヲ了スル

　迄ハ尚之ヲ勤続者トシテ計算セルカ故二実際ノ勤続者ハ本表ノ数字ヨリモ少数ナルモノト知ルヘシ
（出所）農商務省商工局工務課［１９０３１ｐ ．７ユ

表３－１５　関西十六工場の紡績職工の勤続年限別調

男　女　　別
年限別 計 百分比例

男　工 女　工

６ケ月未満
１， ５６８ ５， ２８１ ６， ８４９ ２８

１ケ年未満
１， ０５４ ３， ９６０ ５， ０１４ ２０

２ケ年未満
９４５ ３， ５０７ ４， ４５２ １８

３ケ年未満
６４４ ２， ２９４ ２， ９３８ １２

５ケ年未満
６８０ ２， ６４３ ３， ３２３ １３

５ケ年以上
４７７ １， ６５９ ２， １３６ ９

計 ５， ３６８ １９ ，３４４ ２４ ，７１２ １００

　　　　　　　　　（出所）農商務省商工局工務課［１９０３１ｐ．７０

　表３－１５について，農商務省商工局工務課の「綿糸糸紡績職工事情」は次のように述べている 。

　「右ノ如クナルヲ以テ紡績工場二於テハ熟練工極メテ少ク烏合ノ衆ヲ駆テ問二合セニ操業セシ

ムルノナリ是レ我邦紡績職エノ極メテ不規律ニシテ外国二比シテ外国二比シ数倍ノ人員ヲ要スル
　　　　　２６）
所以ノーナリ」

　　　　　　　　　　　　表３－１６　明治３０年代の工場労働者勤続年数別構成

産　　業

金属 ・機械工具

紡績業（男子）

紡績業（女子）

１年以内

４０ ．９％

４２ ．４

５８ ．８

１～３

年未満

２８ ．４％

３７ ．８

２０ ．７

３～５

年未満

１３ ．７％

ユ３ ．０

１５ ．１

５年以上

１７ ．Ｏ％

６． ８

５． ４

計

１００ ．Ｏ％

１００ ．Ｏ

１００ ．Ｏ

総人員

１２ ，２３０名

１５ ，２９９

４５ ，Ｏ０４

調査範囲

官・ 民営１０工場

６９工場

６９工場

（出所）津田真激［１９７７１ｐ．３０原資料は金属 ・機械工業は農商務省［１９０３１，紡績業は農商務省
　［１９０３１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４５５）



　２０２　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４４巻 ・第３号）

　明治３０年代紡績業の職工の移動率が如何に高いのかを表３ －１６によっ て同じ３０年代の金属 ・機

械工業部門と紡績業両者の工場労働者勤続年数別構成をあげておこう 。

　以上のような顕著な労働移動率による労働力不足は，企業の積極的な労働募集によっ ておこな

われた 。

　この時代にとられた募集方法は，（１）縁故募集，（２）募集従事者，職工係なと工場勤務の募集員 ，

地方駐在の募集人，紹介者の利用があ った。明治３０年代には工場規模も拡大し多数の企業が乱立
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７）
したため遠隔地に供給源を求めるようになり ，（２）の方法の重点が移ってきた 。

　高い離職者に対して企業は募集方法で対応したが，それでは不十分なので，足留的勤続奨励策

をとらざるを得なかった 。

　「職エノ異動ハ実二可驚モノアリ通常何レノ紡績工場二於テモーケ年問二雇入レ又ハ退場スル
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８）
職エノ数ハ各其工場ノ現在職工数二均シキカ若クハ其以上ナリ」といわれるように，当時の職工

は， 企業間を自由に移動し，定着性が極度に低かった，ことは上述した 。

　職工の移動率が高かったのは，¢企業側が職工の養成費と募集費を節約したからである。その
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９）
ため，労働力不足に対処する方策として，企業間の職工争奪に狂奔したこと 。　職工社会におい

て諸処を渡り歩いて，技能の練磨をはかる慣習が形成され，所謂渡職人的性格があったことであ

った 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のうじつ
　横山源之助［１８９８１は渡り職人の状況を次のように述べている。「曇日は大工の如き左官の如

き， もしくは木挽 ・挽物職人等，おおむね７年ないし１０年の年月を親方の許に年期奉公し，修養

したる上に，ワタリと称して諸国を遊歴し技偏を鍛うるを普通とし，即ち職人は一の労働者に過

ぎずといえども ，常に自己の品位を重んじ，たとい膳を列べて食事する場合にも ，互いに相下る

ことをせずしておのおの見識を保ち，深く職人の骨頂を存せり 。故に馬鹿らしきほど職人の顔

（体面）を重んじたる割合に，その腕（技偏）を鍛うことをこれ力め，これを以て職人の精神とし ，

　　　　　　　　　　　　　　　　３０）
本領とし，神聖なる者とはなせるなり」。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１）
　また，賃金の多きのみを欲して渡り歩く浮動的存在もみられた。ｒ特に或る工場と言わじ，い

ずれの工場においても見習職工にしてよく見習年月を勤め上ぐるは少なく ，二年三年にして多少

の賃金を得る技偏に達せば，大抵その工場を逃走して他に雇わる……満足に見習年限を勤めおわ
　　　　　　　　　　３２）
るは僅かに三分の一のみ」

　横山源之助［１８９８１は，「銅器 ・漆器 ・織物 ・刀剣等，たといその製作は今日の時勢に適合せ

さるものあるにせよ，技芸の巧妙なりしは遙かに今日の上に出でおるなり ，右の如き工芸品のみ

ならず，大工 ・左官 ・木挽 ・挽物等の如きも ，よく今日の如く敏速に仕上ぐることなきも，技術
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３）
の巧妙なりしは今日の比にあらさるはよく故老の称するところなり」と述べ，また，明治に入り ，

職人の上述のすくれた ｓｐｒ１ｔの傾向が「廃頽し，嚢日に比ぶれはその製作品に粗雑に流れ，一に

多量に産出することのみ競うに至りたると共に，工場労働者がその技術において見るに足るもの
　　３４）
少なき」と労働の神聖たることを自覚するよう職工諸子に訴えている 。

３－５　機械工業の労働移動

機械工業の職工の移動率をみておこう 。表３－１７，表３－１８，表３－１９はそれを示している 。

「鉄エノ移動ハ後紡績，織物又ハ生糸糸職エニ比シ較ヤ少キモ之ヲ欧米ノ鉄エニ比シ甚タ多キカ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４５６）



賃金決定理論と明治 ・大正期の労働「市場」（小野）

表３－１７　各工場の職工の勤続年限（明治３４年調）

２０３

工　　場　　名 ６ケ月未満
６ケ月乃至 １ケ年乃至 ２ケ年乃至 ３ケ年乃至
１ケ年 ２ケ年 ３ケ年 ５ケ年 ５ケ年以上 合計

大　阪　鉄　工　所 ４６８ ４７５ １６８ ！２３ １２６ １３２ １， ４９２

天　満　鉄　工　所 ９ １３ ２ ３ ３
■

３０

大阪汽車製造会社 一
２１７ ９０ ５

ｉ ’
３１２

九州鉄道会社小倉製作所 ２１３ ９９ ８０ １２５ １３４ ６９ ７２０

新　潟　鉄　工　所 ７６ ５８ ２１ １９ ３９ １８ ２３１

浦賀船渠工場
３００ ３５０ １００ ５１

一 一
８０１

石川　島造船所
７９ ６３ １２０ １４８ ９９ １１４ ６２３

三　菱　造　船　所 （１ケ年未満
２， ５１４ （１螺毒） １， １９０ ６３８ ７２４ ５， ０６６

芝　浦　製　作　所 １１３ ６４ ６４ ６６ ７４ ７７ ４５８

計 １， ２５８ ３， ８５３ ６４５ １， ７３０ １， １１３ １， １３４ ９， ７３３

百　　分　　比　　例 １２ ．９２ ３９ ．５８ ６． ６３ １７ ．７７ １１ ．４３ １１ ．６５ １００ ．ＯＯ

（出所）農商務省商工局工務課［１９０３１ｒ鉄工事情」ｐ，１０

表３－１８　呉海軍造船廠職工勤続年別区分表（明治３５年３月３１日現在）

　　　　　６ケ月以上　　１年以上　　２年以上　　３年以上　　４年以上６ケ月未満　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５年以上　　合　計　　　　　１年未満　　２年未満　　３年未満　　４年未満　　５年未満

１， ２２７ １， １４５ ７８２ ３２０ ３４０ ２２１ ９４７ ４， ９８２

（出所）農商務省商工局工務課［１９０３１ｒ鉄工事情」ｐ．１０

表３－１９佐世保海軍造船廠明的３５年３月現在職工数２４４１

　　　　人中の定期職工４４１人の勤続年期表

６ケ月未満　２ケ年未満　３ケ年未満　５ケ年未満　５ケ年以上

５８ ５１ ４９ ８３ １０７

（出所）農商務省商工局工務課［１９０３１「鉄工事情」ｐ．１２

如シ殊二事業繁忙職エノ鉄乏ヲ告クル場合ニハ単二僅少ノ給料ノ差違ニヨリ軽シク他工場二行キ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３５）
事業ノ閑ナルニ及テ又大工場二移ル等工場ノ問ヲ転々スルモノ多ク」

　本表（表３－１７）二依ルトキハ鉄エノ勤続年限ノ短期ナルコトハ明カニ之を認ムルコトヲ得ヘシ

聞説芝浦製作所，石川島造船所等二於テ職エノ交迭は一ケ年問二凡ソ半数ナリト亦以テ此事情ヲ

徴スルニ足ランカ

　鉄エノ移動ハ彼紡績，織物又ハ生糸糸職エニ比シ較ヤ少キモ之ヲ欧米ノ鉄エニ比シ甚タ多キカ如

シ殊二事業繁忙職エノ鉄乏ヲ告クル場合ニハ単二僅少ノ給料ノ差違ニヨリ軽シク他工場二行キ事

業ノ閑ナルニ及テ又大工場二移ル等工場ノ問ヲ転々スルモノ多ク又当初身ヲ本業二投スルトキヨ

リ之ヲ以テ終生ノ業ト為ス決心ノモノ少ク中途倦厭シ若クハ多少ノ貯蓄ヲ為シ廃業スルモノ砂カ

ラス抑モ本業ハ多年ノ修業ヲ経ルニ非サレハ技能ノ上達ヲ遂ケ難ク本邦鉄工中技術優秀ノモノ精

巧ノ機械ヲ製スル能サルー大原因実二玄亥二存スト論スルモノアリ本業則途ノ為切二之カ矯正ヲ望
ズ）

　長崎造船所の定傭職工の移動率は，表３－１９によると，紡績業に比べると高くはないけれど ，

明治４３年を境に大きな変化を示している 。

　「徒弟二在リテモ少シク技術ヲ解スルニ及ヘハ該工場二於テ徒弟タルヨリモ他ノエ場二転スル

トキハ相当ノ賃銀ヲ得ルノ望アルカ故二徒弟年期ヲ了ヘスシテ妄リニ他ノエ場二転シ遂二所謂渡
　　　　　　　　　　　　３７）
リ職エトナル者少シトセス」と ，いわれるように徒弟の移動率も高かった 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４５７）



２０４ 　　　　　　立命館経済学（第４４巻 ・第３号）

表３－２０　三菱長崎造船所職工移動表（明治３１年～大正２年）

年　度 傭　入 解　傭 人
移動率

明治３１年 ２， ４５７人 ２， ８２６人 ３， ４３０人 ０． ８２

３２年 ２， ５０７ ２， ３７９ ３， ５５８ ０． ６７

３３年 ２， ４８５ ２， ２５１ ３， ７９２ Ｏ． ５９

３４年 ５， ２５３ ３， ８３６ ５， ２０９ Ｏ． ７４

３５年 ３， ３４０ ３， ３５６ ５， １９３ ０． ６５

３６年 ２， ８９４ ２， ４２９ ５， ６５８ ０． ４３

３７年 １， ７０８ ２， ０７４ ５， ２９２ ０． ３９

３８年 ３， ８０１ ２， ３４８ ６， ７４５ ０． ３５

３９年 ６， ０２０ ３， ８９４ ８， ８７１ ０． ４９

４０年 ５， ８１２ ５， ０１４ ９， ６６９ ０． ５２

４１年 ４， ０２３ ４， ６８１ ９， Ｏ１１ Ｏ． ５２

４２年 ６０３ ３， ９１１ ５， ７０３ Ｏ． ６９

４３年 １， ０６９ １， ３９３ ５， ３７９ Ｏ． ２６

４４年 ２， ４７１ １， ４３３ ６， ４１７ Ｏ． ２２

４５年 ２， ５２７ １， ６２１ ７， ３２３ Ｏ． ２２

大正２年 ３， ３３１ ２， １２５ ８， ５２９ Ｏ． ２５

（出所）間宏［１９７８１ｐ．４５４に移動率を追加した。原資料は
　「三菱造船所調査報告」６６ぺ一ジ 。

　機械生産の発展で，徒弟制度に衰退傾向を示していたけれど，明治３０年代においてもこの制度

は存続していたので，『職工事情』の「鉄工事情」では第７章「徒弟制度」が設けられている 。

当時の２種類の徒弟があ った。工場の特定の職工と師弟関係はないけれど彼の指揮を受けて業務

の練習をする徒弟と工場にくる以前に特定の職工と師弟の関係を結びこの職工に付属して雇用さ

れた徒弟である 。

　現今鉄工業ノ徒弟ニハニ種ノ区別アリーハエ場ヨリ直接二募集サレ特定ノ職エニ対シテ師弟ノ

関係ナク只工場内ニテ職エノ手伝ヲナシ其指揮ヲ受ケテ業務ノ練習ヲナス所ノ徒弟ナリ此場合ニ

ハ王任者ヨリ特二職エヲ指定シテ教習ヲナサシムル場合アルモ是レー般ノ事二非ラスーハ其ノエ

場二来ル以前已工特定ノ職エト師弟ノ関係ヲ結ヒ該職エニ附属シテエ場二傭入レラレタル者ニシ

テ雇傭ノ約束ハエ場主ト徒弟トノ間二取結ハルルモ事実上徒弟ハ特定ノ職エニ附属セル者トス此

場合ニハ徒弟ハ其親分タル職エノ家二寄宿セル者多シ要之第一種ノ徒弟制度ハエ場製造ト与二起

リタルモノナルモ第二種ノ徒弟制度ハ自家製造ノ旧套ヲ襲ヒタルモノニ外ナラス

　徒弟ハ其種類ノ奈何二関ラス年齢ハ十四五歳乃至二十歳前後マテナルヲ通例トス大阪地方ニテ

ハ十二歳位ニテ徒弟トナル者モアリト云フ徒弟ノ年期ハエ場二依リテ異ナレリト難も三年乃至五

年ヲ以テ常トスルカ如シ而シテ又修業年期後更二若干ノ義務年限ヲ約セリ是レ徒弟雇傭関係ノ普
　　　　　　　　　３８）
通職エト異ナル所ナリ

　熟練工は職種によっ て， 木工（大工，建具，木型等々）と金工（鋳物，鍛治，旋盤，板金等々）と分

類できるほど，前者は伝統的熟練をひきつぐ職人であり ，近代的な金属 ・機械工業の職工は主と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３９）
して後者であり ，新しい熟練形成をおこなわなければならなかった 。

　明治末から大正初年には，移動率の高かった長崎造船所でも ，未熟練工，半熟練工に関して労

働募集は困難でなくなっ てきた。ただし，優秀な熟練工は不足していた 。

　そこで，優秀熟練工は，募集では確保できないので，自社で養成するということになる 。

　表３－２１が示すように，昭和期に入り ，工場及び鉱山労働者の労働移動率は低下している。こ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４５８）
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表３－２１　大正末 ・昭和初期の工場及び鉱山労働者の労働移動

２０５

年次 労働者数 雇入 解雇 雇入超過 解雇超過 移動率（％）

大正９ １， ４０１ ，６９１ ７９４ ，９７３ ９３５ ，２５９

’
１４０ ，２８６ ６６ ．７２

同１０ １， ４６８ ，１００ ９３８ ，３３４ ８２９ ，０７４ １０９ ，２６０

一
５６ ．４７

同１１ １， ４７６ ，４８４ １， ０８４ ，２１０ １， ０７９ ，４２２ ４， ７８８

一
７３ ．１Ｏ

同１２ １， ４１４ ，８８０ ８３７ ，４８８ ８５６ ，９０８

一
２８ ，４２０ ６１ ．２０

同１３ １， ５７１ ，３２５ １， ０８４ ，０８０ １， ０４４ ，４０９ ３９ ，６７１

一
６６ ．４０

同１４ １， ５２９ ，２６３ ９６６ ，５３４ ９１０ ，３０５ ５６ ，２２９

’
５７ ．Ｏ

昭和元 １， ６２１ ，９１１ ９６４ ，１２８ ８４２ ，２０４ １２１ ，９２４

■
５３ ．６

同２
１， ２９５ ，６５５ ６８８ ，２２４ ６８４ ，５６８ ３， ６５６

’
４９ ．６

同３
１， ３０６ ，３８９ ６７９ ，８ユ５ ６５５ ，０９６ ２４ ，７１９

’
４９ ．８

同４
１， ２８４ ，３００ ６９５ ，８３４ ６７ユ ，９３６ ２３ ，８９８

一
５２ ．Ｏ

同５
１， １５７ ，０９８ ５１５ ，１５９ ５６９ ，４３３

一
５４ ，２７４ ４９ ．４

同６
１， ０７８ ，６５２ ５５５ ，０５５ ６５６ ，１１４

一
１０１ ，０５９ ６１ ．４

同７
１， ０２５ ，４０３ ５４０ ，５４４ ４８３ ，８５３ ５６ ，６９１

■
４７ ．Ｏ

同８
１， １２０ ，６４５ ６３４ ，２５４ ５２４ ，９３７ １０９ ，３１７

’
４６ ．８

（出所）騰田敬三［１９４１１Ｐ．１１

のことは，終身雇用制の形成期と一致している 。

　大正末から昭和初期に，大企業で終身雇用慣行が積極的意図的に形成された。重化学工業の大

企業では，基幹従業員の全従業員に占める比率は２０～３０％程度であ って，終身雇用慣行が適用さ

れたのはこの部分であ った。そして，それが大企業の正規常用従業員にまで拡大され再形成され

たのは，昭和２０年～３０年代前半においてである 。

　戦前の昭和初期に終身雇用制が形成された理由は，¢技術の進展に即応する技能を身につける ，

　良質の労働力が不足していたからその確保維持，　労働争議の頻発に対処するための忠誠心を

そなえた従業員の育成，の３点である。第２次大戦後は，戦後の労働運動の激化に対応して，企
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０）
業が職場における経営権を再建するため，　の理由が先行した 。

　終身雇用制の起源をさかのぼれば江戸時代の商家に行きつくけれど，近代的な終身雇用制の原

型は，大正末～昭和初期に形成され，「大東亜戦争」中の統制経済でさらに進展し，第２次大戦

後の昭和２０～３０年前半期に再形成され定着した 。

　終身雇用慣行が最初の試練に当面したのは世界恐慌（昭和恐慌）においてであ った。この恐慌

において大量の人員整理の実施にもかかわらず基幹従業員の解雇には手をつけなかった企業では

労使関係に動揺が生じなかったが，従来とおり一斉解雇を行った企業では，基幹従業員が解雇に

根強く抵抗して陰惨な労使関係を生み出した。終身雇用慣行は基幹従業員にとっ て最高の雇用保

障の慣行として望まれるに至っていたのであ って，もはや企業の専制的人事権では左右できない
　　　　　４１）
慣行となっ た。 第二次大戦後の終身雇用慣行は昭和初期に基幹従業員について定着した雇用慣行

の延長である。明治末期の着手時期から計算すれば現在まで８０数年の歴史を有しているのである 。

１）青木昌彦［１９９５１ｐ ．５

２）横山源之助［１８９８１ｐ．８３

３）横山源之助［１８９８１ｐ．９７

（４５９）
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　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４４巻 ・第３号）

横山源之助［１８９８１ｐｐ．９２～９３

昭和同人会編［１９６０１ｐ．２１２

昭和同人会編［１９６０１ｐ．２１３

昭和同人会編［１９６０１ｐ．２１８

昭和同人会編［１９６０１ｐ．２３６

昭和同人会編［１９６０１ｐ．２３６

横山源之助［１８９８１ｐ．２７４

横山源之助［１８９８１ｐ．２５５

横山源之助［１８９８１ｐ．２５２

昭和同人会編［１９６０１ｐ．２３７

農商務省商工局工務課［１９０３１「綿糸糸紡績職工事１青」明治３４年調査，ｐ８４

農商務省商工局工務課［１９０３１ｐ．８５

農商務省商工局工務課［１９０３１ｐ．８７

農商務省商工局工務課［１９０５１ｐ．８４

農商務省商工局工務課［１９０３１ｒ鉄工事情」ｐ．２９

昭和同人会編［１９６０１ｐ．２４４

昭和同人会編［１９６０１ｐ．２４４

間宏［１９７８１ｐｐ．２３８～２３９

絹川太一［１９３８１ｐ．１７３

絹川太一［１９３８１Ｐ．１７９

絹川太一［１９３７ａ１ｐｐ．４８１～８２

絹川太一［１９４１１ｐ．３３７

農商務省商工局工務課［１９０３１ｐ．７０

間宏［１９７８１ｐ．２７８

農商務省商工局工務課［１９０３１ｐ．６６

隅谷三喜男［１９７６１ｐ．１２

横山源之助［１８９８１ｐ．２７３

昭和同人会編［１９６０１ｐ．２４６

横山源之助［１８９８１ｐ．２７４

横山源之助［１８９８１ｐ．２７３

横山源之助［１８９８１ｐ．２７３

農商務省商工局工務課［１９０３１ｐ１２

農商務省商工局工務課１１９０３１ｐ．１２

農商務省商工局工務課［１９０３１「鉄工事情」ｐ．３８

農商務省商工局工務課［１９０３１「鉄工事情」ｐ．３６

隅谷三喜男［１９５５１ｐ．２１６

津田真激［１９７６１ｐ．７２

津田真激［１９７７１ｐ．２９
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Ｍｉ１１［１８４８１Ｐｒｉｎｃｉｐ１ｅｓ　ｏｆ　Ｅｃｏｎｏｍｉｃｓ．邦訳『経済学原理（二）』岩波書店

森嶋通夫［１９８４１『無資源国の経済学』岩波書店

森嶋通夫［１９９２１Ｃａｐ１ｔａ１＆Ｃｒｅｄ１ｔ，Ｃａｍｂｒ１ｄｇｅ，Ｃａｍｂｒ１ｄｇｅ　Ｕｎ１ｖｅｒｓ１ｔｙ　Ｐｒｅｓｓ（安冨歩［１９９４１『新しい一

　　般均衡理論　　資本と信用の経済学　　』創文社）

Ｎｏｍ１ｓ，Ｇ［１９９５１Ｔｈｅ　Ｃｏｎｃｅｐｔ　ｏｆ　Ｆｒｅｅ　Ｍａｒｋｅｔ　ｍ　Ｊａｐａｎｅｓｅ　Ｉｎｄｕｓｔ町『吉備国際大学研究紀要』第５号

農商務省商工局工務課［１９０３１『職工事情』名著刊行会

岡崎哲二［１９９３１『日本の工業化と鉄鋼業　　経済発展の比較制度分析　　』東京大学出版会

大橋勇雄 ・荒井一博 ・中馬宏之 ・西島益幸［１９８９１『労働経済学』有斐閣

大橋勇雄［１９９０１『労働市場の理論』東洋経済新報社

小野進［１９８６１「経済発展論（上）　　ＡカーシェンクロンとＡマーシャルそして日本の経済発展への

　　適用とその限界　　」『立命館経済学』第３５巻第５号

小野進［１９８７１「経済発展論（下）　　ＡカーンェンクロンとＡマーシャルそして日本の経済発展への
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２０８ 立命館経済学（第４４巻 ・第３号）

　　適用とその限界　　」『立命館経済学』第３５巻第６号

小野進［１９９４１ｒ日本の金融システム　　メインハンク制と企業との関係　　」『立命館経済学』第４３巻第

　　２号

小野進［１９９２１『近代経済学原理』東洋経済新報社

小野進［１９９５１「賃金決定メカニズムと社会関係」『立命館経済学』第４４巻第４ ・５号
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　　ｅｄｉｔｉｏｎ（大河内一男監訳［１９８６１『国富論皿』中公文庫）

隅谷三喜男［１９５５１『日本賃労働史論』東足大学出版会

隅谷三喜男［１９７６１『日本賃労働の史的研究』御茶の水書房

昭和同人会編［１９６０１『わが国賃金構造の史的考察』至誠堂
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高橋亀吉［１９６６１『明治大正産業発達史』柏書房

高橋亀吉［１９７３ａ１『日本近代経済発達史第１巻』東洋経済新報杜

高橋亀吉［１９７３ｂｌ『日本近代経済発達史第２巻』東洋経済新報社

高橋亀吉［１９７３ｃｌ『日本近代経済発達史第３巻』東洋経済新報社

高橋亀吉［１９８３１『日本近代経済形成史第３巻』東洋経済新報社

高田保馬［１９２５１『社会関係の研究』岩波書店

高田保焉［１９２９１『価格と独占』千倉書房

高田保罵［１９５５１『ケインス論難　　勢力説の立場から　　』大阪大学経済学部社会経済研究室

豊崎稔［１９４２１『日本機械工業の基礎構造』日本評論社

田添大三郎［１９７９１『インフレーシ ョンの話』日本経済新聞社

富永健一［１９９５１『社会学講義』中央公論社

津田真激［１９７６１『日本的経営の擁護』東洋経済新報杜

津田真激［１９７７１ｒ終身雇用制度の基本性格」『季刊現代経済２８』

通商産業省重工業局編［１９６０１『日本の機械工業　　その成長と構造　　』日本重工業研究会

通商産業省重工業局編［１９６０１『日本の機械工業　　その成長と構造　　』皿統計資料，日本重工業研究

　　会

内海洋一［１９７４１『労働経済の理論』有信堂

内海洋一［１９７８１『経済社会学の主要問題』新評論

横須賀海軍工廠編［１９１５１『横須賀海軍船廠史』原書房

横山源之助［１８９８１『日本の下層杜会』岩波書店
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